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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

１　議会費

　１　議会費 １　議会費 174,174 170,450 １　ペーパーレス会議システム導入 一般財源

4,316千円 170,450

（１）役務費

　ア　タブレット端末通信費（16台×2か月）

68千円

（２）委託料

　ア　ペーパーレス会議システム導入委託

344千円

（３）使用料及び賃借料（2か月）

　ア　システム使用料

187千円

（４）備品購入費

　ア　タブレット等購入

3,717千円

２　議会中継配信システム更新

2,992千円

（１）委託料

　ア　議会配信用端末更新委託料

2,992千円

３　その他の議会費

163,142千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　本会議・委員会等、会議資料

の数が膨大で、印刷・製本に労

力を要し、資料の保管スペース

も必要であった。市議会にタブ

レット端末を導入することによ

り、ペーパーレス化を推進する

とともに効率的な議会運営と議

案審議を図る必要があった。

　ペーパーレス会議システ

ムを使用することで、議案

や会議資料等の紙代・印刷

代だけでなく、資料の保管

スペースも不要になった。

また、資料をデータにする

ことで、全ての資料をカ

ラーにでき、小さい文字等

を簡単に拡大できるので視

認性が向上した。効率的な

議会運営と議案審議につな

がり、会議の質が高まっ

た。

　議会中継をハイビジョン

画質で、安定して配信でき

るようになった。

　新庁舎建設に伴い、議場シス

テムは更新されたが、議会中継

用端末は更新できていなかっ

た。そのため、撮影映像をハイ

ビジョン画質からアナログ画質

に変換し、配信していた。中継

用端末の経年劣化により、配信

が中断したり、配信した映像の

バックアップができないことが

頻発していたため、更新する必

要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　総務費

　１　総務管理費 １　一般管理費 2,336,131 2,276,792 １　契約検査に要する経費　 国庫支出金

17,215千円 12,672

県支出金

（１）入札契約関連事務システム導入 3,633

　　　業務委託 地方債

15,400千円 1,129,600

その他

（２）その他の契約検査に要する経費 48,676

1,815千円 一般財源

1,082,211

２　総合的な交通政策に要する経費

（１）くま川鉄道再生協議会負担金

3,915千円

　ア　事務費 187千円

　イ　人件費 3,728千円

1,238,384千円

　総務省が策定した「自治体Ｄ

Ｘ推進計画」においては、全て

の自治体が足並みを揃え、行政

サービスのデジタル化、オンラ

イン化を推進することとされて

いる。その一環として、総務省

が、競争入札参加資格審査申請

に関するデジタル化に向けた標

準様式を定めたことから、本市

においても、令和６年度から標

準様式に対応する競争入札参加

資格審査申請に係る電子申請シ

ステムを一体的に構築し、運用

することで、事業者の事務負担

の軽減と本市における審査事務

等の効率化を図る必要があっ

た。

　入札参加資格審査申請シ

ステムにより、オンライン

上の申請を可能とすること

で、事業者の申請事務の負

担軽減及び本市の受付登録

事務の迅速化、事業者の利

便性の向上を図った。

　また、入札参加資格審査

申請システムと連携できる

契約管理システムを構築す

ることで、事業者データの

一元管理を行うとともに、

当該データの活用や、入力

作業等の事務効率化を図っ

た。

　令和２年度に熊本県と沿線１

０市町村及びくま川鉄道株式会

社による「くま川鉄道再生協議

会」を発足したが、全線復旧に

向け引き続き連携し、くま川鉄

道を支援する組織体制の構築が

必要であった。

　くま川鉄道の早期全線復

旧に向けた沿線自治体間の

調整が進み、特定大規模災

害等鉄道施設災害復旧にお

ける事業（第４橋梁建設工

事等）が進んだ。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（２）くま川鉄道経営安定化補助金

106,644千円

　ア　令和４年度経常損失に係る補助

10,513千円

　イ　令和５年度施設整備等に係る補助

14,428千円

　ウ　災害復旧費等に係る補助

81,703千円

（３）地方バス運行等特別対策補助金

57,606千円

（４）予約型乗合タクシー運行補助金

16,416千円

（平成２４年１０月から実施）

【令和５年度実績】

　ア　運行回数　5,676便

　イ　利用者数　7,283人

4,692千円

　ア　路線バス事業者 1,600千円

　イ　鉄道事業者 1,532千円

　ウ　タクシー事業者 1,560千円

　市内のバス路線を走る産交バス株式会社の赤字補

填に係る補助

　補助金による赤字補填に

より経営の安定化が図ら

れ、また定期に行う車両の

点検等により、安全な広域

幹線公共交通機関としての

存続を可能にした。災害復

旧に係る補助については、

全線復旧や豪雨災害からの

地域の復旧・復興につなが

る大きな前進となった。

　高齢者等の通院、買い物

等の交通手段としてバス路

線の維持確保ができた。

　急速な高齢化が進展する中、

交通手段を持たない地域住民等

に対して、公共交通手段の確保

が重要な課題となっている。

　くま川鉄道株式会社の赤字補填、施設整備、災害

復旧費等に係る補助

　人吉市くま川鉄道経営安定化

補助金交付要項に基づき、第３

セクターで運営するくま川鉄道

株式会社に対し、前年度の経常

損失額及び当該年度の車両・施

設の更新、維持補修費等の費用

並びに令和２年７月豪雨災害に

伴う災害復旧費用を補助するこ

とは、同社の経営安定には欠か

せない状況であった。

（５）地域公共交通事業者支援金（物価等高騰対策） 　地域交通事業者に支援金

を交付することにより、地

域交通事業の安定的な維持

につながり、ひいては市民

等の移動手段を確保するこ

とができた。

　原油価格や物価高騰等によ

り、経済活動に影響を受けてい

る地域交通事業者の将来にわた

る安定的な運行及び市民等の移

動手段を確保する必要があっ

た。

　廃止した路線バスに代わる公

共交通機関として、沿線利用者

の交通手段を確保し続ける必要

があった。

　高齢者等の通院、買い

物、通学等の交通手段とし

て、沿線住民の交通手段の

維持確保ができた。

　また、令和２年７月豪雨

災害後に交通空白地となっ

ていた矢岳町と大野町に新

たな路線を導入することが

できた。

　廃止した路線バスの代替え公共交通手段として実

施する事業。予約型の乗合タクシーを運行したタク

シー事業者に対し、利用者が支払う利用料金と実際

に発生する運行料金の差額を補助するもの。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（６）くま川鉄道災害復旧資金貸付金

（７）前年度繰越事業 47,997千円

　ア　くま川鉄道経営安定化補助金

　　　災害復旧費等に係る補助

47,997千円

（８）その他の総合的な交通政策に要する経費

1,114千円

３　防犯灯設置に要する経費

3,057千円

（１）工事請負費

3,057千円

　　（工事箇所）

　　　下田代町……１２基 合ノ原町………１基

　　　北願成寺町…２０基 上薩摩瀬町……１基

　　　七地町…………１基 中林町…………２基

　　　田町……………１基 鶴田町………１５基

　　　下漆田町………１基 南泉田町………１基

　　 （新規６基、交換４９基）

1,000,000千円

　令和２年７月豪雨災害により

被災したくま川鉄道株式会社が

着実に災害復旧事業を実施でき

るよう支援する必要があった。

　災害復旧に係る資金をく

ま川鉄道株式会社に貸し付

けることにより、全線復旧

に向けた事業を継続的に推

進することができた。

　新規設置分については、通学路や一般道路の夜間

暗部箇所について、町内会からの要望に基づき設置

を行った。

　ＬＥＤ灯交換についても、町内会からの要望に基

づき、古くなった既設蛍光灯などの交換を行った。

　近年増加している窃盗などの

犯罪を未然に防止するととも

に、児童生徒の登下校時の通学

路の安全確保、地域住民の生活

基盤の整備を行い、安全で安心

なまちづくりを推進する必要が

あった。

　ＬＥＤ防犯灯を設置した

通学路や一般道路は、夜間

でも従来より明るく照らさ

れ、犯罪防止のみならず、

不法投棄など違法行為の抑

止にもなり、想定以上の効

果を得ることができた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

４　地区公民館施設整備事業

3,674千円

（１）地区公民館等整備費補助金

3,674千円

　ア　下漆田町公民館改修工事

331千円

　イ　上原田町字馬草野公民館改修工事

230千円

　ウ　北泉田町公民館新設工事

2,000千円

　エ　鬼木町公民館設備設置工事

100千円

　オ　下薩摩瀬町公民館設備設置工事

88千円

　カ　上原田町字菖蒲公民館改修工事

425千円

　キ　下新町公民館改修工事

500千円

５　空き家対策に要する経費

5,308千円

（１）老朽危険空き家等除却促進事業補助金

501千円

　ア　灰久保町 201千円

　イ　五日町 300千円

（２）略式代執行に伴う工事請負費

　ア　下青井町 3,080千円

　管理が不適切で倒壊の事故、

火災、犯罪の発生の可能性があ

る老朽危険空き家等の除却を促

進し、市民の安全かつ良好な生

活環境の保全を図る必要があっ

た。

　倒壊の危険性があった老

朽危険空き家２件及び所有

者不明又は不在の特定空き

家２件の除却が行われたこ

とで管理不全な空き家の解

消につながった。

　公民館施設の老朽化が進み、

また設備が整っていない箇所が

あったため公民館活動に支障が

出ていた。公民館活動の活性化

と環境改善を図るため改修する

必要があった。

　地域の人々が集う公民館

を高齢者や体が不自由な

方々にも利用しやすい施設

として整備できた。

　また、老朽化部分を修繕

することにより、公民館活

動の拠点として、さらには

健康づくり活動の会場や災

害時の自主避難場所として

の機能も高まった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（３）前年度繰越事業 550千円

　ア　略式代執行に伴う工事請負費

　　　上新町 550千円

（４）その他の空き家対策に要する経費

1,177千円

６　その他の一般管理費

３　文書広報費 43,187 38,880 １　ＬＩＮＥを活用した市民サービスのデジタル化 国庫支出金

　　及びスマート化に要する経費 1,330

3,114千円 一般財源

37,550

（１）会計年度任用職員報酬 914千円

（２）期末勤勉手当 132千円

（３）共済費 159千円

　ア　 社会保険料 96千円

　イ　共済組合負担金 63千円

（４）需用費 250千円

（５）委託料 1,659千円

２　その他の文書広報費

35,766千円

　令和４年６月に市公式ＬＩＮ

Ｅを開設したが、市政情報の一

斉配信のみの運用であり、友だ

ち数も約１，５００人と認知度

が低かった（令和４年１２月末

現在）。また、本市では行政手

続のオンライン化やスマート化

が進んでおらず、手続のため市

民や事業者に時間を割いて来庁

いただいていた。市民からの問

合せについては直接市役所に電

話をいただいている状況であ

り、開庁時間内しか対応できて

いなかった。

　市公式ＬＩＮＥの機能を

拡張することで、１３のオ

ンラインサービスを実装

し、ＬＩＮＥから手続がで

きたり、問合せに対する自

動応答が利用できたりする

など、市民の利便性向上と

職員の負担軽減につなげる

ことができた。また、これ

らの機能を周知すること

で、友だち数は約４，８０

０人と３倍ほどに増えた

（令和６年３月末現在）。

1,009,154千円
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

６　財産管理費 331,610 309,683 １　財産管理費 地方債

309,683千円 180,200

その他

（１）前年度繰越事業 5,437

　ア　工事請負費 180,229千円 一般財源

　　　市庁舎別館改修建築工事 124,046

101,865千円

　　　市庁舎別館改修機械設備工事

48,009千円

　　　市庁舎別館改修電気設備工事

29,475千円

　　　保健センター防火区画改修工事

880千円

（２）その他の財産管理費

129,454千円

７　企画費 165,932 136,286 １　企画事務に要する経費 国庫支出金

9,780千円 51,712

県支出金

（１）委員等報酬 652千円 18

（２）費用弁償 218千円 一般財源

（３）委託料 4,994千円 84,556

（４）その他の企画事務に要する経費

3,916千円

　改修により１階フロア

に、診察室１～４、小児科

診察室、歯科診察室、待合

所及び調理室を配し、保健

センターとしての機能を充

実することができた。

　さらに、２階フロアに

は、かがやき教室、子育て

相談室、会議室１～３、多

目的室（大会議室）及び備

蓄倉庫を配し、また、災害

時には会議室を災害対策川

南支部詰所及び避難所とし

て活用することができた。

　保健センターは、熊本地震に

より被災し使用できなくなり、

人吉医療センターが所有する旧

人吉看護専門学校で業務を行っ

ていたが、新庁舎が完成したこ

とにより、保健センターの機能

を第１別館（西間別館）に移転

することとなり、改修工事が必

要となった。

　プロポーザル方式にて策

定支援事業者を決定し、委

託契約を行った。審議会へ

の諮問を経て、パブリック

コメントや関係団体ヒアリ

ング、高校生アンケート等

を実施し、幅広く市民の意

見を反映させた総合計画を

策定することができた。

　第６次人吉市総合計画の後期

計画（Ｒ６～Ｒ９）を策定する

必要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　総合戦略策定事業

124千円

（１）委員等報酬 95千円

（２）費用弁償 29千円

３　かわまちづくりに要する経費

220千円

（１）報償費 180千円

（２）普通旅費 40千円

４　令和２年７月豪雨災害追悼事業

245千円

（１）委託料 126千円

（２）使用料及び賃借料 119千円

　各分野（産・官・学・

金・労）の関係者により構

成された同審議会を開催す

ることにより、様々な意見

を聞き、デジタル田園都市

構想総合戦略を策定するこ

とができた。

　第２次まち・ひと・しごと創

生総合戦略事業の進捗状況の確

認及び検証を行う必要があっ

た。また、デジタル田園都市構

想総合戦略を策定するため審議

会を開催する必要があった。

　復興まちづくりをはじめ関連

事業と連携させ、復興の取組も

踏まえた計画とするため、令和

６年度の「球磨川・人吉地区か

わまちづくり計画」の変更申請

に向けて、協議を行う必要が

あった。

　現地確認や社会実験、ア

ンケート調査等を行い、協

議会とその下部組織である

実行委員会で、様々な議論

を行い、計画変更した計画

書を手交していただいた。

　令和２年７月豪雨災害から３

年を迎えるにあたり、災害で犠

牲になられた方々に対して、市

全体で哀悼の意を表するための

追悼式典を開催する必要があっ

た。

　令和２年７月豪雨災害発

生から３年を迎えようとす

る令和５年７月２日に県市

合同で追悼式典を行い、式

典後に一般献花の時間を設

けた。追悼式は３２人、一

般献花は７人が出席し犠牲

者を追悼した。

　また、令和５年７月４日

午前１０時に追悼サイレン

を市全域に放送し、市民全

体で黙とうを行った。

　一般献花の参加者も年々

減少していることから、災

害の記憶を伝承し、風化さ

せないための工夫が必要で

ある。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

５　復興推進に要する経費

49,389千円

（１）前年度繰越事業

47,183千円

　ア　復興まちづくり事業推進業務委託

20,079千円

　イ　城見庭園利活用検討業務委託

9,680千円

　ウ　河川防災施設に係る平時利活用検討業務

　　　委託

17,424千円

（２）その他の復興推進に要する経費

2,206千円

　復興まちづくり計画にお

いて中心市街地地区、青井

地区、麓・老神地区の３地

区が連携したまちなかの将

来ビジョンとして定められ

ている人吉市まちなかグラ

ンドデザインの実現に向

け、「人吉市まちなかグラ

ンドデザイン推進方針」を

令和６年３月に策定した。

　次年度以降は、事業間の

連携や調整を図ると共に、

市民、専門家及び行政が官

民連携で復興まちづくりを

実行するために復興まちづ

くりデザイン会議を立ち上

げる予定である。

　また、城見庭園の利活用

についても令和６年２月６

日にワークショップを開催

し、市民の意見を聞くこと

ができた。

　中神遊水地の平常時利活

用についても令和６年２月

２０日にワークショップを

開催し、今後実現に向けた

検討を行うために市民の意

見を聞くことができた。

　令和３年１０月（令和４年３

月改定）に策定した復興まちづ

くり計画の具現化に向け、必要

な取組を推進する必要があっ

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

６　防災集団移転に要する経費

17,537千円

（１）前年度繰越事業

　ア　大柿地区移転団地整備等調査設計業務委託

17,537千円

７　スマートシティ推進に要する経費

753千円

（１）委託料

　ア　地理情報システム検討業務委託料

473千円

（２）その他のスマートシティ推進に要する経費

280千円

　スマートシティ推進計画に基

づき、行政の高度化・効率化を

推進するため、各部署で個別に

運用している地理情報システム

（ＧＩＳ）の統一化等について

検討する必要があった。

　ＧＩＳの統一化等につい

て検討するに当たり、庁内

ワーキンググループを設置

し、専門性を有する事業者

から提案、助言等を受ける

事業を実施した。

　その結果、各部署におい

て活用しているＧＩＳ、地

理情報データ等の把握をは

じめ、データ整備、ＧＩＳ

の種類、費用面等を協議

し、ＧＩＳの整備類型等を

取りまとめることができ

た。

　令和２年７月豪雨災害におけ

る被害状況を踏まえ、本市が安

全な場所への移転要請を行って

いる大柿地区において、まちづ

くりの具体化に向けて必要な調

査設計業務等を行う必要があっ

た。

　昨年度から引き続き、住

民の合意形成、移転先宅地

の本格的整備に向けた詳細

設計業務に加え従前のコ

ミュニティや生業など大柿

地区内の移転跡地活用を含

めたまちづくりの具体化に

向けて必要な調査設計業務

等を行い、移転希望者の

ニーズに応えるための一助

となった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

８　復興まちづくりに要する経費

39,428千円

（１）前年度繰越事業

　ア　委託料

39,428千円

　　　復興まちづくりに係る都市防災等計画策定

　　　業務委託

14,357千円

　　　復興まちづくりに係る避難地基本測量設計

　　　業務委託

7,674千円

　　　復興まちづくりに係る公園等基本計画策定

　　　業務委託

17,397千円

９　その他の企画費

18,810千円

　9　情報管理費 197,534 192,392 １　地方公共団体情報システムの標準化に要する 国庫支出金

　　経費 11,679

11,680千円 一般財源

180,713

（１）委託料 11,680千円

　ア　基幹系業務標準化準備作業システム構築委託

8,421千円

　イ　文字同定サービスシステム構築委託

3,259千円

　地方公共団体情報システムの

標準化に関する法律に基づき、

標準化対象業務のＦｉｔ＆Ｇａ

ｐ調査を行う必要があった。

　令和２年７月豪雨災害を受

け、防災計画を策定する必要が

あった。

　水害の被害が大きかった

街中を中心に、地区ごとの

課題を整理し、対策を策定

することができた。

　現在、三日原団地がある

土地を避難地として活用で

きるか検討し、整備方針を

整理することができた。

　令和２年７月豪雨災害を受

け、ハード対策として、避難地

整備を検討する必要があった。

　標準化対象となる業務の

うち１３業務のＦｉｔ＆Ｇ

ａｐ調査を行い、令和８年

３月末のシステム標準化移

行に向けて準備作業を行っ

た。

　令和２年７月豪雨災害を受

け、市民が安心安全に公園を利

用できるよう、整備方針を検討

する必要があった。

　中川原公園と人吉城跡公

園の整備計画を復興計画に

基づき策定することができ

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　基幹系システムリプレイスに要する経費

62,234千円

（１）委託料

　ア　基幹系端末保守委託

1,479千円

（２）使用料及び賃借料 60,755千円

　ア　基幹系端末及びプリンター機器リース料

4,688千円

　イ　基幹系システムクラウドサービス利用料

56,067千円

３　その他の情報管理費

118,478千円

１０　交通安全推 1,953 1,279 １　交通安全推進事業 その他

　　　進費 1,279千円 122

一般財源

1,157

（１）報酬 617千円

（２）補助金 256千円

（３）その他 406千円

　交通安全教育では、園

児・児童に対して、交通マ

ナーやルールを説明し、安

全な歩行、横断歩道の利

用、自転車運転時のヘル

メット着用と点検整備の重

要性、安全な乗り方等を指

導した。交通安全運動期間

中は、市広報誌等を通じ、

市民の交通安全への意識定

着を図った。

　令和５年中の本市での交

通事故件数は３４件、死者

数は、平成２７年以来の０

人であった。

　基幹系システムをリプレ

イスしオンプレミスからク

ラウドにシステムの変更を

行い、クラウドからの回線

を二重化し運用することが

できた。

　基幹系システムについては、

リプレイス時期となったこと及

び地方公共団体情報システムの

標準化に伴いシステムのリプレ

イスが必要となった。

　全国的に交通死亡事故は年々

減少の傾向にあるものの、高齢

者の交通事故は増加しており、

それらを未然に防止するため

に、春秋の全国交通安全運動、

交通安全教室の開催を通じて、

市民に対し正しい交通安全ルー

ルの遵守と交通マナーの実践を

習慣づける必要があった。

　春秋の全国交通安全運動については、運動期間中

のパトロールや交通指導員による交通指導など、地

域の交通安全の確保に取り組んだ。

　交通安全教室については、人吉警察署・交通安全

協会と連携し、保育園・認定こども園・小学校を対

象に、交通安全教育、指導を実施した。園児・児童

に対しては、ＬＥＤ模擬信号機を利用した交差点や

横断歩道の渡り方、自転車の正しい乗り方、通行の

仕方の教育を実施した。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

１1　肥薩線世界 35,021 34,179 １　人吉鉄道ミュージアム管理運営に要する経費 その他

　　  遺産推進関  34,179千円 19,691

　　  連施設費 一般財源

（１）給料　会計年度任用職員 2,113千円 14,488

（２）職員手当等 431千円

（３）共済費 515千円

（４）需用費 1,713千円

　ア　消耗品費 199千円

　イ　電気料 771千円

　ウ　上下水道代 51千円

　エ　修繕料 692千円

（５）役務費 115千円

　ア　電話料 32千円

　イ　保険料 83千円

（６）委託料 15,954千円

　ア　鉄道ミュージアム管理委託 14,968千円

　イ　警備委託 183千円

　ウ　施設設備等保守点検委託 803千円

（７）使用料及び賃借料 193千円

（８）工事請負費 13,145千円

　２　徴税費 １　税務総務費 162,395 158,517 １　税務総務費（賦課事務） 国庫支出金

15,382千円 4,502

県支出金

（１）委託料 9,005千円 46,882

　ア　コンビニ交付システム税証明追加業務委託 一般財源

8,950千円 107,133

　イ　コンビニ交付システム税証明保守業務委託

55千円

（２）その他の税務総務費（賦課事務）

6,377千円

　マイナンバーカードがあ

れば、市役所に来庁しなく

ても最寄りのコンビニエン

スストア等のキオスク端末

で所得課税証明書を取得で

きるようになり、市民サー

ビスの更なる向上となっ

た。令和５年度は、令和６

年３月１日からの稼働。

＜コンビニ交付実績＞

所得課税証明書　３５件

　令和５年度の来館者は、

新型コロナウイルス感染症

の５類移行後少しずつ増加

していたが、令和６年１月

から３月に鉄道ミュージア

ムのデッキ改修のため閉館

していた影響により、来館

者数は３４，５０６人にと

どまった。１２月までの来

館者数は前年度を上回って

おり、館内は賑わった。

　また、鉄道ミュージアム

の老朽化していたデッキ改

修を行うことにより、安全

面が向上した。

　平成２７年度に開館した人吉

鉄道ミュージアムの運営を行う

に当たり、来館者の安全性を確

保するため、また、楽しく快適

に過ごしていただけるようにソ

フト面の充実や施設の整備を継

続する必要があった。

　税証明の発行については、マ

イナンバーカードを活用したコ

ンビニ交付サービスを行ってい

なかった。証明書発行サービス

を追加することで、マイナン

バーカードの活用機会を増やす

とともに、市民サービスの更な

る利便性向上につなげる必要が

あった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　その他の税務総務費

143,135千円

　３　戸籍住民基 １　戸籍住民基本 143,701 125,889 １　マイナンバーカード取得促進に要する経費 国庫支出金

　　　本台帳費 　　台帳費 25,290千円 27,754

県支出金

（１）会計年度任用職員　7人 193

18,217千円 その他

9,843

（２）キオスク端末設置 一般財源

6,050千円 88,099

　　　る経費

1,023千円

　　  （マイナンバーカード実績）

　　　申請件数：２６，００５件

　　　交付枚数：２５，０１４枚

　　  （コンビニ交付実績）

　　　住民票：２，８２８件

　　　印鑑証明：１，９６３件

　　　戸籍謄本：７９５件

　　　戸籍抄本：２４０件

　　　戸籍附票：１１３件

２　その他の戸籍住民基本台帳費

100,599千円

（３）その他のマイナンバーカード取得促進に要す

　マイナンバーカードの取得促

進については、政府による「デ

ジタル社会の実現に向けた重点

計画」において、令和６年度中

にマイナンバーカードと健康保

険証を一体化し、健康保険証を

廃止とすること等、各種カード

との一体化が進むことから、令

和５年度も引き続き積極的に取

組を進める必要があった。

　マイナンバーカードがあ

れば、市役所に来庁しなく

ても最寄りのコンビニエン

スストア等のキオスク端末

から、住民票の写し、印鑑

登録証明書、戸籍証明書

（戸籍謄抄本）、戸籍の附

票の写しを取得できるよう

になり、さらに市庁舎内に

キオスク端末を設置し、操

作方法を職員が補助しなが

ら操作に慣れてもらうこと

で、利用者の利便性の向上

を図ることができた。

＜交付率＞

（令和６年３月末）

　　　　　　　８１．４％

　マイナンバーカード取得

促進施策として、日曜開

庁、出張申請を行った。

＜日曜開庁＞

　　実施回数：１２回

　　来庁者数：２８５人

＜出張申請＞

　　申請件数：５１件

　　申請者数：１１８人
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

３　民生費

　１　社会福祉費 １　社会福祉総務 2,776,467 2,671,760 １　地方消費者行政強化事業 国庫支出金

　　費 8,611千円 704,163

県支出金

（１）消費生活相談体制整備事業 314,922

7,815千円 その他

18,753

一般財源

1,633,922

（２）地域社会における消費者問題解決力の強化に

　　　関する事業（消費者の安心・安全を確保する

　　　ための取組）

364千円

（３）強化事業（若年者・障がい者等対象の消費者

　　　教育・啓発の取組、国民生活センター指定研

　　　修）

432千円

２　くらし安心相談に要する経費

960千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　多岐多様な相談への対応や各種啓発活動推進のた

め、消費生活相談員３人を配置した。

　第２次人吉市消費者教育推進計画策定に伴う協議

会会議を３回開催したほか、関係機関との連携によ

る相談会を実施した。

　人吉球磨管内の広域連携協定

により、消費生活問題の相談範

囲が拡大し、その内容はより複

雑化、多様化、高度化してい

る。

　そうした状況の変化に対応す

るため、県の補助事業を活用し

ながら管内で唯一の消費生活セ

ンターとしての機能を堅持する

とともに、対応する相談員の更

なる資質向上を図る必要があっ

た。

　また、自ら考え行動する自立

した消費者を育成するために、

平成３０年度に策定した「人吉

市消費者教育推進計画」に沿っ

て、消費者教育を推進するとと

もに、計画期間終了に伴う「第

２次人吉市消費者教育推進計

画」を策定する必要があった。

　消費生活相談窓口の拠点

としての機能を堅持し、球

磨郡９町村と連携を取りな

がら、消費者問題の解決や

地域住民の不安解消を図

り、住民の安定した消費生

活を支えることができた。

　「人吉市消費者教育推進

計画」を指針として、令和

４年度からの成年年齢引き

下げに伴う若年層への取組

推進などに一定の方向性を

示すとともに、令和６～８

年度を計画期間とする「第

２次人吉市消費者教育推進

計画」を策定した。

　出前講座等の啓発活動に

ついては、令和４年度に比

べると参加者が多少減少し

たものの、実施回数は増加

した。市内はもちろん球磨

郡においても注意喚起を要

する詐欺や悪質商法の手口

と対策など、被害の未然防

止のための情報提供をタイ

ムリーに行うことで効果的

な啓発を行うことができ

た。

　関係機関と連携した無料

法律相談会のほか、被災者

向け相談会を開催したこと

　小学生、高校生、新成人、高齢者・障がい者見守

り用パンフレットを作成し、配布した。また、消費

者教育支援センター研修や国民生活センター専門研

修等の受講により、生徒を指導する高校教諭や相談

員及び職員の実務能力向上を図った。

　人吉市民を対象とした、弁護士による月２回の法

律相談会を実施した。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

３　人吉市民生委員児童委員協議会補助金

6,826千円

で、金銭・契約問題等及び

豪雨災害に関する相談があ

り、住民の不安を解消する

ことができた。

　相談員の資質向上につい

ても、県主催研修会や国民

生活センターのオンライン

研修、消費者教育支援セン

ター講師研修、専門家との

情報交換により、スキル

アップを図ることができ

た。

　地域において支援を必要とす

る対象者の見守り活動を強化

し、地域福祉の推進を図るこ

と。

　人吉市民生委員児童委員

協議会への活動補助を行う

ことによって、その活動を

支援し、福祉課題を抱える

対象者の早期把握と、地域

における見守り体制の強化

につながっている。なお、

地域福祉の重要な役目を

担っている当該委員の成り

手不足が全国的に課題と

なっており、本市において

も欠員地区の解消が課題で

ある。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

４　地域福祉団体への補助

35,307千円

（１）補助金 35,307千円

　ア　人吉地区保護司会補助金 126千円

　イ　人吉市遺族会補助金 72千円

　ウ　人吉市社会福祉協議会補助金（人件費）

30,791千円

　エ　人吉市社会福祉協議会補助金（災害救援ボ

　　　ランティア養成事業）

90千円

　オ　人吉市社会福祉協議会補助金（買い物支援

　　　事業）

3,338千円

　カ　くらし見守り相談員設置事業補助金

890千円

　単独での資金を持たない、あ

るいは単独の活動資金ではその

運営に与える影響の大きい資金

を必要とする地域福祉推進事業

を展開している福祉団体に対し

ての活動・運営費の支援。

　福祉団体への活動・運営

費を補助することにより、

地域福祉活動の推進を図る

ことができた。例えば、人

吉市社会福祉協議会への人

件費補助に関しては、地域

福祉を推進する中核団体と

して市及び関係団体と連

携・協働しながらその事業

を実施しており、その人件

費の一部を補助することに

よって、より円滑な事業運

営を支援することができ

た。また、人吉市社会福祉

協議会に対する買い物支援

事業に関しては、高齢者等

への買い物支援の他に、定

期的な見守り訪問をするこ

とで対象者の様子が把握で

き、公的サービスや相談窓

口の紹介、消費者被害の防

止につながった。なお、令

和５年度における配達数は

年間延べ１，９２６件、見

守り件数は年間延べ４７０

件であった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

５　地域福祉推進事業

6,625千円

（１）避難行動要支援者システム保守委託

2,277千円

（２）地域福祉推進事業委託（社協）

2,368千円

（３）地域福祉計画等策定業務委託

1,980千円

　災害等の緊急時における避難

行動要支援者に対する支援体制

の整備。

　地域福祉をコーディネートで

きる人材の配置。

　支援を必要とする人を漏れな

く把握し、支援につなげるこ

と。

　小地域ネットワーク活動を軸

として、町内及びご近所での話

し合いや取組を支援すること。

　令和４年度において避難

行動要支援者システムを再

構築し、令和５年度から運

用を開始した。３月末現

在、避難行動要支援者とし

て９５９人が登録されてお

り、町内単位で関係者が要

支援者の福祉情報を共有

し、避難支援体制の基盤が

整備された。

　人吉市社会福祉協議会に

対する地域福祉推進事業委

託については、地域福祉

コーディネーターを配置

し、小地域ネットワーク推

進会議によるご近所活動の

支援を図ることができた。

　地域福祉計画策定業務に

ついては、令和５年度にプ

ロポーザル方式により、地

域福祉計画に関して専門的

な知識と経験を有する業者

を選定し、委託契約を行っ

た。令和５年度に令和６年

度の策定作業に向けたアン

ケート調査（２，０００人

を対象とした無作為抽出に

よる）を実施した。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

６　住民税非課税世帯等に対する臨時特例給付金

　　支給事業

147,401千円

（１）事務費 2,801千円

（２）事業費 144,600千円

７　物価高騰対応重点支援給付金支給事業

419,015千円

（１）事業費 5,405千円

（２）事務費 413,610千円

８　被災者支援対策事業

61,073千円

（１）地域支え合いセンター運営事業

22,317千円

　令和２年７月豪雨災害被災者

の生活及び住まいの再建を支援

する必要があった。

　本市においては、１世帯

当たり３万円を４，８２０

世帯へ支給した。当該世帯

の経済的負担軽減が図られ

た。

　国策によるエネルギー・食料

品価格等の物価高騰に伴う低所

得世帯支援。

　国策によるエネルギー・食料

品価格等の物価高騰に伴う低所

得世帯支援（追加及び補足）。

　本市においては、令和５

年度中には、非課税世帯に

対し、１世帯当たり７万円

を４，５９３世帯へ、住民

税均等割のみ課税世帯に対

し、１世帯当たり１０万円

を９２１世帯へ支給した。

　当該世帯の経済的負担軽

減が図られた。

　地域支え合いセンターの

巡回訪問等を通じ、被災者

の健康状態や生活環境、困

りごと等を把握し、関係機

関と連携して支援すること

で、被災者の生活再建と自

立につながった。また、災

害公営住宅など住まいの再

建後も引き続き茶話会や巡

回を通して、こころの不安

などの解消へつなげてい

る。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（２）令和２年７月豪雨災害に係る「こころとから

　　　だの健康調査」事業

1,793千円

（３）災害公営住宅等コミュニティ形成支援事業

199千円

　熊本県で令和３年度及び令和

４年度に令和２年７月豪雨に係

る「こころとからだの健康調

査」を実施しており、アンケー

ト調査を基に報告書としてまと

めている。これらの調査を継続

するため、市で調査・分析する

必要があった。

　災害公営住宅等の地域コ

ミュニティ形成に資する活

動に対して助成金を交付

し、地域での交流する場を

設けることで、今後の地域

コミュニティ形成を支援す

ることができた。

（相良町町内会）

実施日:令和６年３月１７日

　災害公営住宅等における住民

主体のコミュニティ形成を促進

し、住民同士の顔の見える関係

づくりを構築する必要があっ

た。

　令和２年７月豪雨災害の

被災者（高校生以上）を対

象に、「こころとからだの

健康調査」（アンケート形

式）で心身の健康状態に関

する調査を実施した。調査

結果を踏まえて保健師によ

る健康相談や訪問等の必要

な支援につなげることがで

きた。また、メンタルリス

クの高い対象者の今後の支

援体制について関係機関で

共有し、検討する際の基礎

資料とすることができた。

＜調査対象者＞

令和５年９月３０日現在、

応急仮設住宅等に入居する

高校生以上の者

調査数:４８０人

回答率:５９．２％
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（４）住まい再建支援金事業

35,222千円

（５）その他の被災者支援対策事業に要する経費

1,542千円

９　物価高騰対応重点支援給付金支給事業

　　(子ども加算)

34,323千円

（１）事務費 1,173千円

（２）事業費 33,150千円

　本市においては、令和５

年度住民税非課税世帯及び

住民税均等割のみ課税世帯

のうち、１８歳以下の児童

を養育する世帯に対し、児

童１人当たり５万円を３３

４世帯（児童６６３人）へ

支給し、当該世帯の経済的

負担軽減を図ることができ

た。

　国策によるエネルギー・食料

品価格等の物価高騰に伴う低所

得世帯支援（子ども加算）。

　球磨川流域復興基金を活

用した住まい再建支援策を

実施することで、再建した

被災者の経済的負担を軽減

することができた。

転居費用助成

　　　　　　　２０７世帯

民間賃貸住宅入居助成

　　　　　　　　１７世帯

公営住宅入居助成

　　　　　　　１０９世帯

応急仮設住宅移転費用

　　　　　　　　　３世帯

＜参加者＞

相良団地７５歳以上:２５人

相良町町内会役員:１３人
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

１０　緊急通報体制等整備事業

1,122千円

（１）委託料

　ア　緊急通報体制等整備事業委託

1,122千円

１１　後期高齢者医療制度に要する経費

552,726千円

（１）熊本県後期高齢者医療広域連合負担金

552,726千円

　ア　広域連合一般会計負担金 5,284千円

　イ　広域連合特別会計負担金 17,620千円

　ウ　医療療養給付費負担金 529,822千円

　「後期高齢者医療制度」は、

熊本県下全市町村が加入して設

立された「熊本県後期高齢者医

療広域連合（以下「広域連

合」）」を運営主体（保険者）

とし、市町村の主な担当業務

は、窓口業務と保険料徴収と

なっている。

　この制度においては、医療療

養給付費の１／１２を市町村が

負担することになっているが、

医療機関等への支払いは広域連

合が行うため、広域連合に対し

て本市負担分を支出するもので

ある。

　委託先の事業所が緊急通報装置を貸与し、定期的

な安否確認の電話や、入居者の体調不良等による緊

急時の通報に専門知識を有する看護師等が２４時間

体制で対応するもの。

　本市の後期高齢者医療被

保険者数は若干増加し、経

費負担も増となった。具体

的には、令和５年度（３月

～２月）の平均被保険者数

は６，３０３人で、前年度

（６，２４３人）に比べて

６０人の増となった。

　また、市が負担する医療

療養給付費の１／１２相当

額は、前年度（５０５，０

３２千円）に比べて２４，

７９０千円（４．９％）の

増となった。

＜平均被保険者数＞

Ｒ４年度：６，２４３人

Ｒ５年度：６，３０３人

＜医療給付費市負担額＞

Ｒ４年度：５０５，０３２

　　　　　　　　　　千円

Ｒ５年度：５２９，８２２

　　　　　　　　　　千円

　後期高齢者医療制度の運営主体である「熊本県後

期高齢者医療広域連合」の運営費、及び「高齢者の

医療の確保に関する法律第９８条」に基づき医療療

養給付費の１／１２を市が負担するもの。

　令和２年７月豪雨災害により

被災し、応急仮設住宅に入居す

る独居高齢者世帯等を対象と

し、日常的な安否確認や避難生

活における孤独死の防止等を

図っていく必要があった。

　定期的な安否確認が、入

居者の慣れぬ地域での生活

に対する不安の軽減や日常

的に見守られているという

安心にもつながり、心身状

態の維持・改善へとつな

がった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

１２　その他の社会福祉総務費

２　心身障害者福 1,244,658 1,210,502 １　自立支援給付費　 国庫支出金

　　祉費 911,712千円 556,081

県支出金

（１）介護給付・訓練等給付費等 305,305

905,084千円 その他

22,321

（２）補装具費 一般財源

6,628千円 326,795

２　更生医療給付事業

31,702千円

３　地域療育センター運営事業

9,810千円

４　重度心身障害者（児）医療費助成事業

51,698千円

　重度心身障害者（児）の福祉

の増進を図るため、医療費自己

負担分に対する経済的支援が必

要であった。

　在宅障がい児等の地域におけ

る生活を支援するため、身近な

地域で療育相談等を受ける療育

体制を整備する必要があった。

　更生医療給付の受給者数

は、延べ１，２５１人であ

り、身体障害者の負担能力

に応じた医療費助成を行

い、その障がいを除去・軽

減する手術等の治療によ

り、日常生活及び社会生活

能力の向上が図られた。

　障がい者の社会活動への参加

を援助するため、指定医療機関

での医療費負担を軽減する必要

があった。

　地域療育センター事業に

おける、療育相談及び支援

数は５０２件で、発達障が

い児等の福祉の向上が図ら

れた。

　重度心身障害者（児）医

療費助成件数は、７，２４

６件で、重度心身障害者

（児）の医療費負担の軽減

が図られた。

　自立支援給付サービス利

用者数は、延べ９，０５７

人で、介護給付・訓練等給

付費及び補装具費支給によ

り、利用者がより充実した

社会生活を送れるように

なった。

　障がい者等の日常生活を支援

するため、入浴や排せつ、食事

の介護及び掃除、洗濯等の支援

を行い、生産活動の機会や就労

に必要な知識や能力向上のため

の訓練、身体機能向上のための

訓練等を提供する必要があっ

た。

1,397,771千円

25



予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

５　地域生活支援事業

44,866千円

（１）相談支援事業

18,861千円

（２）地域活動支援センター事業

9,800千円

（３）日常生活用具給付事業

7,958千円

（４）日中一時支援事業

5,202千円

（５）その他の地域生活支援事業

3,045千円

６　特別障害者手当等支給事業

6,722千円

　障がい者等の自立した地域生

活を支援する目的で、日常生活

上の様々な問題に対応する相談

支援を実施し、日常生活に不可

欠な用具の購入費用の負担を軽

減する必要があった。

　相談支援事業について

は、相談対応件数が５，５

９７件であり、障がい者に

必要な情報提供や助言を行

い、福祉サービス等の利用

や権利擁護に必要な支援を

行った。

　日常生活用具給付事業に

ついては、６８６件の日常

生活用具購入費を給付した

ことで、経済的負担を軽減

し、利用者にとって快適な

生活環境が整備された。

　日中一時支援事業につい

ては、延べ３９９人の障が

い者（児）に日常生活訓練

等の日中活動の場を提供し

たことで、介護者の就労支

援及び一時的な休息等が図

られた。

　特別障害者手当等の支給

件数は２９５件で、重度の

障がい者等の日常生活にお

ける経済的負担の軽減が図

られた。

　日常生活において、常時特別

の介護を必要とする在宅の重度

障がい者（児）に対して、福祉

の増進を図るため、特別障害者

手当等を支給する必要があっ

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

７　障害児通所支援事業

107,708千円

８　障がい者施設等支援給付金（物価等高騰対策）

1,766千円

９　障害者計画策定等に要する経費

2,625千円

（１）委託料

　ア　障がい福祉計画等策定業務委託料

2,100千円

（２）その他の障害者計画策定等に要する経費

525千円

　第６期人吉市障がい福祉計

画、第２期人吉市障がい児福祉

計画（Ｒ３～Ｒ５）の計画期間

が終了するため、当市の現状や

適切な障害福祉サービス等の需

要を把握し、第７期人吉市障が

い福祉計画、第３期人吉市障が

い児福祉計画（Ｒ６～Ｒ８）を

策定する必要があった。

　第７期人吉市障がい福祉

計画、第３期人吉市障がい

児福祉計画の策定に当た

り、障害、幼保、学校、就

労等の関係機関で構成され

た人吉市障害者計画及び人

吉市障害福祉計画策定委員

会を設置し、計画内容の審

議を行うとともに、障害福

祉施策に対する知識や経

験、企画提案力を持つ業者

への委託により、障害福祉

サービス等の需要を把握し

たうえで当該計画の策定す

ることができた。

　障がい児又はその可能性のあ

る児の健やかな育成を支援する

ため、身近な地域で質の高い療

育を受けることができる場を提

供する必要があった。

　障害児通所支援利用者数

は延べ２，９０３人であ

り、障がい児又はその可能

性のある児に対して、障が

いの状態及び発達の過程や

特性等に応じた発達支援が

提供できた。また、その家

族への支援が図られ力強い

安心につながった。

　給付金を支給した法人数

は１６法人で、経費の上昇

分の一部を補うことがで

き、サービス提供の維持に

寄与した。

　新型コロナウイルス感染症の

長期化及びコロナ禍における物

価高騰の影響を受けている障が

い者施設等に対して、サービス

提供に支障を来さないよう上昇

分の一部を支援する必要があっ

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

１０　その他の心身障害者福祉費

41,893千円

３　老人福祉費 49,990 39,407 １　成年後見制度利用促進審議会 国庫支出金

175千円 5,318

県支出金

（１）審議会委員報酬 134千円 3,103

その他

（２）費用弁償 41千円 13,675

一般財源

17,311

２　新型コロナウイルス感染症対策事業

4,886千円

（１）高齢者等買い物弱者に対する移動販売支援

　　　給付金（物価等高騰対策）

63千円

（２）介護施設等支援給付金（物価等高騰対策）

4,823千円

　成年後見制度は、認知症、知

的障がいその他の精神上の障害

によって物事を判断する能力が

不十分な方の日常生活を法律的

に支援する制度であるが、利用

者が制度を利用するメリットを

実感できず、必要な方が制度を

利用できていない状況であっ

た。国の成年後見利用促進法に

沿って、本市の状況確認や課題

分析をもとに、「成年後見制度

利用促進計画」を策定する必要

があった。

　高齢者等の買い物弱者への移

動販売及び高齢者等の見守り支

援を行う事業者に対し、安定し

たサービスの提供及び高齢者等

の支援体制を確保することを目

的として、物価等高騰の影響を

受けている燃料費の負担を軽減

する必要があった。

　国の重点支援地方交付金

を活用し、市内で高齢者等

の買い物弱者への移動販売

及び高齢者等の見守り支援

を行う事業者に対し、給付

金を給付。運営法人の負担

軽減に寄与しサービスの安

定化につなげた。

令和６年３月末現在

給付した法人数：１法人

　弁護士・司法書士等８人の委員で構成する「人吉

市成年後見制度促進審議会」を開催（開催回数：４

回）し、「市民の権利を守る成年後見制度の推進」

を基本目標とした「第１期人吉市成年後見制度利用

促進計画」を策定した。（令和６年３月策定）

　現下の物価高騰の影響を受け

て、光熱水費・燃料費・食費等

の支出が増加した市内の介護施

　国の重点支援地方交付金

を活用し、市内で介護保険

施設等を運営する法人に対

　成年後見制度を必要とす

る人がみな安心して利用で

きるような体制づくりを推

進するため「第１期人吉市

成年後見制度利用促進計

画」を策定。本市における

成年後見制度の利用の促進

に関する施策についての基

本的な計画を定めることが

できた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

３　その他の老人福祉費

34,346千円

４　老人福祉施設 108,571 103,845 １　高齢者入所施設委託費 その他

　　費 103,343千円 17,135

一般財源

86,710

２　その他の老人福祉施設費

502千円

し、給付金を給付。運営法

人の負担軽減に寄与し介護

サービス基盤の安定化につ

なげた。

令和６年３月末現在

給付した法人数：２８法人

設等について、運営する法人の

負担を軽減し、介護サービス基

盤を安定させる必要があった。

　経済的・環境的理由や虐待疑

い等やむをえない理由で在宅で

の生活が継続できない高齢者に

対し、養護施設への入所措置に

より、安心・安全な生活の場の

確保が必要であった。

　入所相談に対し、個別ケ

ア会議を開催するなど、養

護施設措置以外の支援方法

等含め検討を行い、適正な

措置運営に努めた。その結

果、介護サービス利用によ

る在宅サービスの継続や権

利擁護事業による財産管理

など、本人の望む生活の支

援につながった。

令和６年３月末現在

施設入所措置者：４８人
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　２　児童福祉費 １　児童福祉総務 359,492 332,389 １　病児・病後児保育事業 国支出金

　　費 11,031千円 52,840

県支出金

30,940

地方債

２　延長保育事業 5,600

　　（実施箇所）12箇所　 4,632千円 その他

1,132

３　軽度障害児保育事業 一般財源

　　（実施箇所）10箇所 10,895千円 241,877

４　放課後児童健全育成事業

59,078千円

（１）通常分

　　（実施箇所）13箇所 57,468千円

（２）放課後児童支援員等処遇改善

　　（実施箇所）7箇所 1,610千円

５　つどいの広場事業

3,855千円

　共働き家庭などの小学校

に就学している児童に対

し、放課後の適切な遊びや

生活の場を供給し、健全な

育成を図ることができた。

　また、放課後児童支援員

や補助員の処遇改善のた

め、賃上げ効果が継続され

る取組を行うことを前提と

した措置を実施することが

できた。

　「九ちゃんクラブ」は令

和５年４月１８日からカル

チャーパレスに移転した。

延べ２，８１９人の利用が

あった。

　軽度障害児保育事業は、

障がい児の保育を推進し、

処遇の向上を図ることがで

きた。

　病児・病後児保育事業及

び延長保育事業では、保護

者の子育てと、就労の両立

を支援することができた。

　少子化が急速に進行する中、

安心して出産や育児ができる環

境を整備していくために、保育

サービスの充実、家庭内保育や

小学校低学年児がいる世帯等へ

継続的な支援の充実を図る必要

があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

６　ファミリーサポートセンター事業

2,810千円

７　保育所等支援給付金（物価等高騰対策）

4,091千円

８　母子保健・児童福祉一体的相談支援機関

　　整備・運営事業

4,591千円

　人吉市社会福祉協議会に

委託し、会員同士の子ども

の預かり、保育園等への送

迎を実施しており、１０５

人（Ｒ６．３．３１現在）

の会員であった。年間利用

数は延べ１９０件であっ

た。

　場所が離れている①子育て世

代包括支援センターと②子ども

家庭総合支援拠点双方の機能を

一体的に有する「こども家庭セ

ンター」を創設・整備するため

の開設準備を行う必要があっ

た。

　国が定める公定価格等に

より経営を行う保育施設等

については物価高騰等によ

る経費の上昇分を利用者等

に転嫁できないため、安定

したサービスの提供ができ

るように光熱水費、燃料費

の上昇分の一部を給付金と

して支援した。

給付件数：１６件

　子育て世帯に対する支援

の充実・強化を図るための

準備を実施することができ

た。

　新型コロナウイルス感染症の

長期化及びコロナ禍における物

価高騰の影響を受ける保育所等

の負担を軽減し、サービスの提

供を安定させる必要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

９　就学前教育・保育施設整備交付金事業

18,317千円

１０　その他の児童福祉総務費

213,089千円

２　児童支援費 2,211,023 2,182,862 １　子ども子育て新支援事業 国支出金

1,115,870

県支出金

  ≪委託費（保育所）≫ 480,945

  （市内） 地方債

　　こばと保育園 109,805千円 21,400

　　善隣保育園 66,945千円 その他

　　林保育園 89,261千円 37,499

　　蓬莱保育園 92,827千円 一般財源

　　ひまわり保育園 92,039千円 527,148

  （市外）

　　サン保育園外13園 67,002千円

  ≪施設型給付費（認定こども園）≫

  （市内）

　　あいだ保育園 116,915千円

　　さざなみ保育園 108,465千円

　　せん月保育園 76,859千円

　　人吉こども園 100,806千円

　　中原こども園 147,445千円

　就学前児童数は減少している

ものの、それに反し共働き世帯

は増加傾向にあり、保育に欠け

る児童全員の入所措置を図る必

要があった。

　また、勤務先等の都合により

本市外の保育所等への入所希望

や年度途中の入所希望に対し、

柔軟に対応する必要があった。

　老朽化した就学前教育・保育

施設を改築する必要があった。

1,600,553千円

　保育に欠ける児童につい

ては、全員入所措置を行う

ことができた。

　なお、中途入所希望者に

おいては、年度中における

欠員補充により入所を行っ

た。

　

≪保育所≫

年度末入所児童数（市内）

　　　　　　　　３３１人

年度末入所児童数（市外）

　　　　　　　　　３２人

≪認定こども園≫

年度末入所児童数（市内）

　　　　　　　　６７９人

年度末入所児童数（市外）

　　　　　　　　　　８人

　令和６年度に改築が完了

する予定である。

実施箇所

ひまわり保育園

実施年度

令和５年度～令和６年度
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　　泉田こども園 114,992千円

　　人吉乳児保育園 119,098千円

　　青井幼稚園 74,351千円

　　人吉中央幼稚園 84,532千円

　　おこばこども園 84,012千円

  （市外）

　　山江保育園外4園 11,148千円

  ≪施設型給付費（幼稚園）≫

  （市内）

　　人吉幼稚園 43,183千円

  ≪施設等利用費≫

868千円

２　子ども医療費助成事業

142,783千円

         （Ｒ６．３．１受給資格者数） 4,502人

３　児童手当支給（被用者、非被用者）

407,470千円

（１）受給者数（令和６年２月末） 1,666人

（２）算定基礎児童数

　ア　０歳～３歳 4,916人

　イ　３歳以上小学校修了前 22,058人

　ウ　小学校修了後～中学校修了前 8,734人

　エ　施設入所等（里親）

　　　０歳～中学校修了前 0人

　子育ての経済的負担を軽減

し、安心して出産し、子どもが

育てられる環境整備の必要が

あった。

　支給月額は次のとおり

・３歳未満

　１人につき月額１万５千円

・３歳以上小学校修了前

　１人につき月額１万円（第３

子以降は１万５千円）

　児童手当を支給すること

で、子育て世帯の経済的負

担軽減を図ることができ

た。

　乳幼児の疾病の早期治療を促

し、また子育て世帯の経済的負

担軽減を図り、より子どもを生

み育てやすい環境を整備する必

要があった。

　令和５年７月から子ども

医療費の完全無償化対象年

齢を高校卒業時まで拡充

し、更なる子育て世帯の経

済的負担軽減と、疾病の早

期治療に寄与できた。

≪幼稚園≫

年度末入所児童数（市内）

　　　　　　　　　４３人
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（３）支払金額

　ア　０歳～３歳 73,740千円

　イ　３歳以上小学校修了前 246,390千円

　ウ　小学校修了後～中学校修了前

87,340千円

　エ　施設入所等（里親）

　　　０歳～中学校修了前 0千円

４　特例給付（被用者、非被用者）

2,520千円

（１）受給者数（令和６年２月末） 23人

（２）算定基礎児童数

　ア　０歳～３歳 69人

　イ　３歳以上小学校修了前 265人

　ウ　小学校修了後～中学校修了前 170人

（３）支払金額

　ア　０歳～３歳 345千円

　イ　３歳以上小学校修了前 1,325千円

　ウ　小学校修了後～中学校修了前

850千円

５　未熟児養育医療給付事業

1,811千円

（１）申請件数 7件

・中学生

　１人につき月額１万円

・施設入所等児童

　１人につき月額１万円

・所得制限以上の者５千円

　（Ｈ２４．６月から）

　身体の発達が未熟なまま

生まれた未熟児に対して、

生後速やかに適切な処置を

図ることができた。

　身体の発達が未熟なまま生ま

れた未熟児に対して、生後速や

かに適切な処置を講ずるために

指定医療機関において必要な医

療給付を行う必要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

６　子育て世帯生活支援特別給付金給付事業

　　（ひとり親以外）　　　　　　　　　　

21,791千円

（１）事務費 1,341千円

（２）事業費 20,450千円

７　子どもの貧困対策推進事業

850千円

８　前年度繰越事業

5,084千円

（１）県低所得者子育て世帯特別給付金事業

　　 （その他世帯）

5,084千円

　ア　事務費 224千円

　イ　事業費 4,860千円

　子育て世帯における経済

的負担軽減が図られた。

対象者数：４０９人

　子育て支援のため、子ども等

に対して地域のボランティア等

が無料又は低額で食事を提供す

る民間団体等の取組「子ども食

堂」を支援する必要があった。

　安心・安全に子ども食堂

を利用できる環境整備を図

ることができた。

補助団体数：８団体

　新型コロナウイルス感染症及

び物価高騰による影響が長期化

する中、家計の維持や子育ての

負担も担わなければならない低

所得の子育て世帯に対し、生活

支援特別給付金を支給すること

により、適切な配慮を行う必要

があった。

　子育て世帯における経済

的負担が軽減された。

・1世帯につき　２万円

・第２子以降児童

　　　1人につき　５千円

対象世帯数

　　　　　　　　１８９件

第２子以降児童数

　　　　　　　　２１６人

　新型コロナウイルス感染症の

影響を受けている子育て世帯を

支援する観点から、児童手当を

受給する世帯に対し、生活支援

特別給付金を支給することによ

り、適切な配慮を行う必要が

あった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

３　母子父子福祉 262,149 247,178 １　ひとり親家庭等医療費助成事業 国支出金

　　費 5,800千円 112,175

県支出金

（１）受給資格者数（令和６年３月末） 13,620

1,115人 その他

130

（２）利用件数（延べ） 2,641件 一般財源

121,253

２　母子家庭等対策総合支援事業

5,722千円

（１）利用者数 5人

３　子育て世帯生活支援特別給付金給付事業

　　(ひとり親)

36,252千円

（１）事務費 452千円

（２）事業費 35,800千円

４　児童扶養手当支給事業

189,214千円

（１）受給者数（令和６年３月末） 333人

　父母の離婚等の理由で父又は

母と生計を同じくしていない児

童が養育される家庭について、

継続して生活の安定と自立支援

を図る必要があった。

　ひとり親家庭の生活の安

定と自立を図り、家庭で養

育される児童の福祉の増進

が図られた。

　低所得のひとり親世帯を対象

に新型コロナウイルス感染症の

影響による子育て負担の増加や

収入の減少に対する支援の必要

があった。

　低所得のひとり親世帯に

おける経済的負担軽減が図

られた。

　看護師等の資格取得を支

援することで、母子家庭等

の経済的自立が図られた。

　ひとり親家庭等の経済的負担

の軽減、就労等による自立促進

により、生活の安定と福祉の向

上を図る必要があった。

　ひとり親家庭等における

医療費の負担軽減が図られ

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

５　前年度繰越事業

10,151千円

（１）県低所得者子育て世帯特別給付金事業

　　　（ひとり親)

10,151千円

　ア　事務費 166千円

　イ　事業費 9,985千円

６　その他の母子父子福祉費

39千円

　３　生活保護費 １　生活保護総務 99,046 95,736 １　生活困窮者自立支援事業 国庫支出金

　　費 14,245千円 12,062

その他

（１）自立相談支援事業 10,921

10,040千円 一般財源

（２）家計相談支援事業 72,753

1,066千円

（３）学習支援事業

1,062千円

（４）その他の生活困窮者自立支援事業

2,077千円

２　その他の生活保護総務費

81,491千円

　新型コロナウイルス感染症及

び物価高騰による影響が長期化

する中、家計の維持や子育ての

負担も担わなければならない低

所得の子育て世帯に対し、生活

支援特別給付金を支給すること

により、適切な配慮を行う必要

があった。

　子育て世帯における経済

的負担が軽減された。

・１世帯につき　２万円

・第２子以降児童

　　　1人につき　５千円

対象世帯数

　　　　　　　　４２７件

第２子以降児童数

　　　　　　　　２８９人

　生活困窮者に対するこれまで

の相談支援体制については、消

費生活センターや社会福祉協議

会での相談、あるいは生活保護

の相談といったように、相談窓

口が一元化されていないなど、

生活保護に至る前の支援策や連

携が十分とはいえなかった。

　平成２７年４月に生活困

窮者自立支援法が施行さ

れ、本市においては、人吉

市社会福祉協議会内に、

「ひとよし生活困りごと支

援センター」を本市の委託

により設置した。令和５年

度は、年間１１３件の新規

相談受付を行い、事態が悪

化する前に様々な支援機関

につなぐことができた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　扶助費 647,200 634,141 １　生活保護費 国庫支出金

634,141千円 480,935

県支出金

（１）生活扶助 126,856千円 4,839

　　（年間延べ世帯　2,733世帯） その他

（２）住宅扶助 51,314千円 6,050

　　（年間延べ世帯　2,325世帯） 一般財源

（３）教育扶助 1,124千円 142,317

　　（年間延べ世帯　　  86世帯）

（４）介護扶助 9,291千円

　　（年間延べ世帯　　687世帯）

（５）医療扶助 379,111千円

　　（年間延べ世帯　 3,005世帯）

（６）生業扶助 1,184千円

　　（年間延べ世帯　　  76世帯）

（７）葬祭扶助　 392千円

　　（年間延べ世帯　　　2世帯）

（８）就労自立給付金 283千円

　　（年間延べ世帯　　　3世帯）

（９）施設事務費 64,586千円

　　年間延べ保護世帯　 3,576世帯

　　    延べ人数 4,523人

　　　延べ相談件数  106件

　　　保護申請件数 66件

　　　保護開始件数 62件

　　　申請却下件数　 3件

　　　申請取下件数      1件

　　　保護廃止件数　 53件

　生活困窮の状態にある方

に対して、最低限度の生活

を保障するとともに、個々

の状況に即した支援に取り

組み、自立に向けた方向付

けを行うことができた。

　健康で文化的な生活を守るた

め、生活に困窮する市民の最低

限度の生活を保障する必要が

あった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　４　災害救助費 　２　応急住宅管 25,010 22,238 １　応急住宅管理事業 県支出金

　　　理費 22,238千円 22,238

（１）応急仮設住宅共有部電気料

1,974千円

（２）浄化槽維持管理委託料

5,663千円

（３）使用料及び賃借料

　ア　建設型応急住宅建設に伴う土地（民地）

　　　使用料（５仮設団地）

8,189千円

（４）その他の応急住宅管理に要する経費

6,412千円

　令和２年７月豪雨災害の被災

者が入居する建設型応急住宅や

市営単独住宅において、被災者

の居住の安定確保と居住環境の

維持管理及び改善を行う必要が

あった。

　熊本県が設置した建設型

応急住宅の供与を行い、適

切に維持管理することで安

心安全な住まいを確保する

ことができた。

　また、建設型応急住宅を

管理するうえで、修繕など

仮設住宅の生活環境を改善

することができた。

　令和２年７月豪雨災害被

災者向けの建設型応急住宅

の用地（民地）を引き続き

借り上げることで、被災者

の居住の安定を図ることが

できた。

【対象住宅】

・鬼木仮設団地

・西間上第二仮設団地

（令和５年４月～７月）

・西間上第三仮設団地

（令和５年４月～７月）

・下原田第二仮設団地

（令和５年４月～６月）

・下原田第三仮設団地
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

４　衛生費

　１　保健衛生費 １　保健衛生総務 230,999 224,415 １　不妊治療費助成事業 国庫支出金

　　費 1,569千円 8,306

県支出金

（１）特定不妊治療費助成 180

　　　　　支給実績　31件　 1,356千円 その他

12,217

（２）一般不妊治療費助成 一般財源

　　　　　支給実績　 8件　 213千円 203,712

２　医療機関等支援給付金（物価等高騰対策）

12,128千円

（１）対象施設

　　　病院、有床診療所、無床診療所、歯科診療所

　　　助産所、施術所、歯科技工所、調剤薬局、

　　　医薬品卸売業

（２）支給件数

　　　101法人（108事業所）

３　その他の保健衛生総務費

210,718千円

　安心して子どもを妊娠・出産

できる環境づくりの充実に向け

て、不妊治療に要する費用の一

部を助成し、治療を受ける方の

経済的負担軽減を図る必要が

あった。

　令和５年度は、特定不妊

治療費助成の申請期限を延

長し、不妊治療を受ける方

の経済的負担軽減と治療を

受けやすい環境づくりに努

めた。

　物価高騰が長引く中、経費の

上昇分を利用者等に転嫁できな

い保険医療機関等に対し、物価

高騰による経費上昇分の負担を

緩和し、安定した医療サービス

提供体制を確保する必要があっ

た。

　物価高騰の影響を受けて

費用が増加している市内の

保険医療機関等に対し、物

価高騰に係る光熱水費や燃

料費の上昇分の一部を支援

し、安定した医療サービス

提供体制確保に努めた。

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　予防費 177,945 145,993 １　予防接種事業 国庫支出金

76,294千円 86,093

県支出金

（１）個別接種委託料 75,289千円 29

その他

（２）扶助費 62千円 608

　（接種件数） 一般財源

　ア　定期予防接種 59,263

　　Ａ類疾病 4,896件　

　　Ｂ類疾病 6,275件　

　イ　先天性風しん症候群防止事業（任意）

　　麻しん風しん混合ワクチン 3件　

　　風しん追加的対策（5期）

抗体検査 134件　

予防接種 18件　

　ウ　予防接種費用助成（償還払） 8件　

（３）その他の予防接種事業

943千円

２　新型コロナウイルスワクチン接種事業

40,737千円

（１）個別接種委託料 40,737千円

　　　接種回数 17,416件

　　　予診のみ 12件

３　新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

28,044千円

（１）委託料 7,370千円

　（システム改修委託・ワクチン配送業務委託等）

　予防接種により、市民の免疫

水準を維持し感染症を予防する

ため、予防接種法に基づく予防

接種の接種勧奨を実施し、一定

の接種率を確保する必要があっ

た。

　また、風しんの発生及びまん

延を防止するため、過去に風し

ん予防接種を受ける機会がな

かった世代の男性（風しん５

期）に対し、可及的速やかに抗

体保有率を上昇させる必要が

あった。

　予防接種法に基づき、定

期予防接種の対象者へ乳児

訪問時に予診票を渡してい

る。未接種者へは広報紙で

のお知らせや乳幼児健診等

の機会を通して接種確認や

勧奨を行い、個別通知や関

係機関の協力を得ながら接

種勧奨を行った。風しん５

期定期予防接種について

は、未受検者に対し無料

クーポン券を送付し勧奨を

行った。

　 新型コロナウイルスワクチン

接種について、令和５年度末ま

で特例臨時接種として定められ

たことを受け、接種体制を確保

し感染拡大防止と重症化予防に

努める必要があった。

　令和５年度は５月～８月

に重症化リスクの高い高齢

者や基礎疾患を有する住民

等に向けた予防接種、９月

～３月に初回接種を完了し

た５歳以上の住民を対象に

予防接種を市内の受託医療

機関において個別接種によ

り実施し、感染症拡大防止

と重症化予防に努めた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（２）その他の新型コロナウイルスワクチン接種

　　　体制確保事業

20,674千円

４　その他の予防費

918千円

３　保健センター 64,105 58,398 １　妊婦健康診査事業 国庫支出金

　　費 14,926千円 20,268

県支出金

（１）妊婦健康診査受診者数 延べ1,814人 5,683

その他

（２）妊婦歯科健康診査受診者数 85人 170

一般財源

32,277

２　乳幼児健康診査事業

2,881千円

（１）乳幼児健康診査受診者数 延べ683人

　妊婦健診の公費助成（１

４回）により、妊婦の経済

的負担を軽減し、安心して

出産できる環境づくりを確

保した。また、早産予防の

ための妊婦歯科健診は、歯

科衛生士による個別勧奨に

より受診を促した。

　母子保健法に基づき、妊娠月

週数に応じた妊婦健診等により

妊婦及び胎児の健康状態を把握

する必要があった。

　母子保健法に基づき、乳幼児

の健康保持と増進を目的として

疾病の早期発見と予防に留意

し、個々の乳幼児の特徴に応じ

た適切な保健指導を行うために

健診事業を実施する必要があっ

た。

　健康診査により乳幼児の

身体発育や精神発達等の確

認を行い、疾病や発育に課

題を持つ乳幼児の早期発見

につなげるとともに、乳幼

児及び保護者に対し、生活

習慣や栄養・育児・むし歯

予防など各種相談に対応

し、子どもの健やかな成長

に向けた支援を行った。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

３　子育て世代包括支援センター事業

21,341千円

（１）要支援者決定会議

　　　開催数 24回

　　　対象者数 168人

（２）母子健康手帳アプリ事業

　　　登録件数 352件

（３）産後ケア事業

　　　利用件数 37回

（４）出産・子育て応援給付金

　　　出産応援給付金（1件当たり5万円を支給）

　　　支給実績　156件 7,800千円

　　　子育て応援給付金（1件当たり5万円を支給）

　　　支給実績　158件 7,900千円

４　健康づくり事業

3,738千円

（１）委託料 1,770千円

　ア　健康増進計画等策定業務委託

1,617千円

　イ　その他の委託料

153千円

（２）その他の健康づくり事業

1,968千円

　要支援者決定会議におい

て特定妊婦の決定、今後の

関わりについて関係機関と

の情報共有や役割分担を行

うとともに、必要なサービ

ス調整（産後ケアを含

む。）などその方に適した

フォローを行った。妊娠期

から出産・子育てを支援す

るため「母子健康手帳アプ

リ」を導入しタイムリーな

情報発信に努めた。

　また、妊娠届出や出産を

された方に対して出産・子

育て応援給付金を支給し、

経済的負担軽減及び安心し

て出産・子育てができる環

境づくりに努めた。

　妊娠期から子育て期にわたる

切れ目のない支援体制の充実、

強化を行い、安心して出産・子

育てができる環境づくりが必要

であった。

　社会保障費の抑制と健康寿命

の延伸を目的に、第３期人吉市

健康増進計画・食育推進計画に

基づき、生活習慣病予防に重点

をおいた健康づくりを推進して

きた。

　令和５年度に計画期間の終了

年度を迎えることから、令和６

年度から１１年度までの第４期

人吉市健康増進計画・食育推進

計画を策定する必要があった。

　第４期人吉市健康増進計

画・食育推進計画は、第３

期に引き続き、「自分の健

康は自分で守るまち　ひと

よし」を基本理念とし、市

民自らが健康づくりに取り

組むことを目指す。

　人の生涯を経時的にとら

えた健康づくりを推進する

ため、妊娠期から高齢期ま

で各ライフステージの健康

課題と健康づくりの取組に

ついて、生活習慣病予防、
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

５　その他の保健センター費

15,512千円

４　健康増進費 64,319 60,766 １　健康増進事業 国庫支出金

60,117千円 62

県支出金

　　  （受診者数） 18,122人 2,167

　　　ヤング健診 226人 その他

　　　胃がん検診 1,772人 749

　　　子宮頸がん検診 923人 一般財源

　　　乳房超音波検診 88人 57,788

　　　マンモグラフィ検診 999人

　　　大腸がん検診（便潜血検査） 3,386人

　　　肺がん検診 3,886人

　　　歯周疾患検診  259人

　　　その他の検診 6,583人

２　その他の健康増進費

649千円

食育、口腔の健康、こころ

の健康の４つの視点で策定

した。

　近年、生活環境の変化や食を

含めたライフスタイルの変化に

伴い糖尿病等の生活習慣病が増

加しているとともに、発症及び

重症化の若年化が進んでいる。

そのため、生活習慣病発症予防

に重点を置き、若い頃から健診

受診の定着化を図り、保健指導

に注力することが必要である。

　また、国が市町村の保健事業

等の評価指標としている「保険

者努力支援制度」の評価項目

に、がん検診等の受診率が反映

されるため、近年受診率が下

がっている婦人科検診の受診率

向上のための取組が必要であ

る。

　ヤング健診の受診率は、

令和５年度は１６．３％で

あった。若年者の受診率が

上がると、生活習慣病発症

予防に向けて早期に介入が

できるため、特にメタボ

リックシンドローム該当者

及び予備群者については、

生活習慣の改善が期待で

き、生活習慣病の発症予防

につながる。また、婦人科

検診の重要性を周知し、受

診勧奨を行った結果、受診

者数は増加した。疾病の早

期発見・早期治療につなが

り、市の国保財政も含め、

医療費の抑制につなげると

いう施策に寄与している。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

５　環境衛生費 44,954 41,316 １　ごみ減量リサイクル推進事業 県支出金

36,838千円 60

その他

（１）資源ごみ集団回収事業 36,839

　ア　報償費 1,592千円 一般財源

　　　(資源ごみ集団回収量) 143ｔ 4,417

（２）特定分別基準適合物保管業務委託

　ア　委託料　 6,033千円

　　　(特定分別基準適合物収集量)

　　　ガラスびん 87.67ｔ

　　　ペットボトル 85.21ｔ

　　　白色トレイ 0.4ｔ

（３）指定ごみ袋販売委託

　ア　委託料 28,270千円

　　　(指定ごみ袋出荷量)

　　　大袋 124,700袋

　　　中袋 48,650袋

　　　小袋 13,000袋

（４）生ごみ処理容器・処理機設置事業

    ア　 補助金 669千円

　資源の再利用・再商品化とご

みの減量化を図るため、資源を

有効活用する循環型社会の構築

を推進する必要があった。

　実施団体に実勢価格また

は最低額５円／ｋｇの報償

費を支給し、ごみの減量及

び再資源化の推進を図っ

た。

　ごみの減量化及び資源の有効

活用を目的とし、一般廃棄物で

大きな割合を占めている容器包

装廃棄物についてリサイクルの

必要があった。

　ペットボトル等の容器包

装廃棄物の保管業務委託に

より、再商品化の推進を

図った。

　指定ごみ袋の販売等委託によ

り、ごみ減量及びごみの適正処

理を推進する必要があった。

　指定ごみ袋制度を円滑に

実施した。

　平成４年度から生ごみ処理容

器等の補助事業を実施してい

る。なお、平成２５年度から令

和４年度までの１０年間の設置

基数及び補助額は次のとおりで

ある。

＜生ごみ処理容器＞

基数：６５基

補助額：１５６千円

＜生ごみ処理機＞

基数：１１１基

　生ごみ処理容器・処理機

の補助事業の普及促進を

図った結果、令和５年度の

設置基数の成果は、以下の

とおりである。

処理容器設置基数：４基

処理機設置基数：２７基
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

補助額：２，８４０千円

（５）その他のごみ減量リサイクル推進事業

274千円

２　墓地環境整備事業

1,320千円

（１）墓地管理業務委託

1,320千円

　ア　樹木剪定外業務委託 300千円

　　　(願成寺墓地）

　イ　支障木伐採業務委託 1,020千円

　　　(願成寺墓地、鳥岡墓地、瓦屋墓地）

３　その他の環境衛生費

3,158千円

　２　清掃費 １　清掃総務費 535,960 535,173 １　人吉球磨広域行政組合負担金 県支出金

486,916千円 2,967

その他

9

一般財源

532,197

　願成寺墓地の立木及び雑草の

繁茂等により、景観の阻害や害

虫発生の恐れがあった。

　また、その他の市有墓地につ

いても、支障木等により安全な

利用ができなくなる恐れがあっ

たことから対応する必要があっ

た。

　願成寺墓地の管理業務委

託により、害虫発生を抑

え、景観の保全を図ること

ができた。

　また、市有墓地の安全対

策を実施したことにより、

墓地利用者の安全を確保す

ることができた。

　人吉球磨広域行政組合が所管

する、各種施設の維持管理及び

周辺整備、また施設で実施する

ごみ処理等に係る費用等の負担

金を支出するもの。

　人吉球磨広域行政組合の

安定的な運営に寄与した。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　浄化槽設置整備事業

11,268千円

（１）補助金 11,249千円

　　　設置基数 29基

　　  （新設　14基・災害　3基・改造　12基）

　新設

　　　５人槽　    11基×168千円＝ 1,848千円

　　　７人槽       3基×207千円＝ 621千円

　災害

　　　５人槽　      1基×332千円＝ 332千円

　　　７人槽       1基×414千円＝ 414千円

　　　10人槽       1基×548千円＝ 548千円

　改造（汲取り）

　　　５人槽　      7基×548千円＝ 3,836千円

　　　10人槽       1基×872千円＝ 872千円

　改造（単独浄化槽）

　　　５人槽　      2基×548千円＝ 1,096千円

　　　７人槽       2基×671千円＝ 1,342千円

  5基× 50千円＝ 250千円

  1基× 90千円＝ 90千円

（２）その他の浄化槽設置整備事業

19千円

３　その他の清掃総務費

36,989千円

　改造のうち、市内の住所で浄化槽工事業の登録・

届出をしている業者による施工の場合の補助

　単独浄化槽からの改造のうち単独浄化槽本体撤去

を行う場合の補助

　平成２年度から公共下水道認

可区域以外の区域について、浄

化槽の補助事業を開始してい

る。

　しかしながら、公共下水道認

可区域内においても、公共下水

道への接続が技術的に困難な地

域に対しての対応が必要とされ

ていた。

　なお、前年度までの設置状況

は次のとおりである。

＜参考＞

Ｈ３０：２３基

Ｒ１：２２基

Ｒ２；３２基

Ｒ３：２８基

Ｒ４：４５基

   本事業は、し尿と雑排水を

併せて処理することで生活

環境の保全及び公衆衛生の

向上を図ることを目的とし

ている。

　平成２年度からの継続事

業で公共下水道認可区域以

外の区域について、浄化槽

の設置を推進しているが、

平成２４年度からは公共下

水道認可区域内においても

公共下水道への接続が技術

的に困難な地域において

は、浄化槽設置の補助を実

施することにした。

    また、浄化槽への転換が

進まない理由として経済的

な理由が多かったので、市

単独による上乗せ補助を実

施し、公共水域の保全を推

進する手立てを行った。

　その結果、令和５年度は

２９基が設置され、平成２

年度からの成果は設置基数

９０８基である。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　塵芥処理費 102,733 102,723 １　塵芥処理費 一般財源

102,723千円 102,723

　民間への業務委託によ

り、一般廃棄物の収集及び

運搬業務について、適切に

処理された。

　「廃棄物の処理及び清掃に関

する法律」で定められている事

務について、本市の「一般廃棄

物処理実施計画」に基づいて民

間へ業務委託するもの。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

５　労働費

　１　労働諸費 １　シルバー人材 13,520 13,520 １　シルバー人材センター運営事業 一般財源

　　センター費 13,520千円 13,520

（１）受託事業：剪定、消毒、除草など

（２）自主事業：故郷発ひとよしラッキー便、

　　　　　　　　小物販売、食品販売など

（３）派遣事業：送迎車運転、青果配達、施設内

　　　　　　　　配膳など

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　シルバー人材センターが行う下記の事業に対し補

助金を支出するものである。

　経験豊かで行動的な高齢者が

生涯現役を目指し、就業、ボラ

ンティア、趣味の活動など様々

な形で社会に参加することは、

地域社会に貢献するだけでなく

高齢者の健康維持や介護予防に

つながることから、会員が主体

となって運営するシルバー人材

センターに対し財政的支援を行

い、会員の活躍の場を創出し、

マッチングさせていくことが必

要であった。

　重要課題として取り組ん

だ会員拡大については、広

報シルバーだよりの活用や

会員の口コミ、また随時入

会説明会など実施したが会

員数の増にはつながらな

かった。独自事業について

は、令和５年１１月のモゾ

カタウン仮設店舗終了に伴

い「いこいの店」を閉店し

たが、令和６年１月石野公

園クラフトパークにおいて

委託販売事業として開始す

ることができた。派遣事業

においては、目標の就業延

人数を達成し、着実に実績

を伸ばすことができた。

会員数　３０３人

（前年比９０．４%）

＜受託事業＞

受注件数:２，８５３件

受注額:１１２，６８２千円

（前年比９２．３％）

＜自主事業＞

販売額:２，４５２千円

（前年比７７．３％）
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

＜派遣事業＞

収益:１６，３２３千円

（前年比１１５．５％）

派遣就業延人員

　　　　　　３，７９０人

（前年比１１３．０％）
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

６　農林水産業費

　１　農業費 １　農業委員会費 44,300 43,580 １　農業委員会運営費　　　　　 19,307千円 県支出金

15,032

（１）農地利用最適化事業 その他

9,486千円 531

一般財源

28,017

　ア　農業委員・農地利用最適化推進委員報酬

　　　成果実績・活動実績 8,994千円

　イ　情報収集等業務効率化支援事業

492千円

　　　タブレットＭＤＭ利用料　 129千円

　　　タブレット通信料 363千円

（２）その他の農業委員会運営費

9,821千円

２　地域計画策定推進緊急対策事業

972千円

３　その他の農業委員会費

23,301千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　平成２９年度から、農業委員

及び農地利用最適化推進委員に

よる農地利用の最適化（担い手

への農地集積・集約化、遊休農

地の発生防止・解消、新規参入

の促進等）に向けた積極的な取

組を目的とする「農地利用最適

化事業」の推進が義務付けられ

た。

　農地の集約・集積に向け

た委員活動が年々定着・向

上し、地域の相談的役割に

も積極的に取り組むことで

担い手への集積など、農地

利用の最適化が図られた。

　農業委員及び農地利用最

適化推進委員全員分のタブ

レットが常備されたことで

農業委員会総会でのペー

パーレス化が図られるな

ど、今後の農地集積最適化

活動の体制が整った。

　担い手への農地の集積・集約化を促進するための

経費として、農業委員・農地利用最適化推進委員の

成果及び活動実績に合わせて報酬を支払った。

　また、国は農地の集積・集約化を迅速かつ効率的

に推進するためにタブレット端末の導入を義務化

し、その必要経費も農地利用最適化事業補助金の対

象となったため整備した。

　地域計画策定素案作りの

ために専任の会計年度任用

職員を雇用することで、ア

ンケート作成や発送の準備

が整った。

　地域計画策定における農地地図素案作りのため、

会計年度任用職員を１人雇用した。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

３　農業振興費 53,877 51,404 １　農業活性化対策事業 県支出金

　  （補助金） 4,987千円 34,001

その他

5,899

一般財源

11,504

２　田野活性化センター管理事業

　　（工事請負費） 1,518千円

３　中山間地域等直接支払事業

　（事業費） 9,661千円

（１）急傾斜農用地（地目：田　４集落対象）

　　　４集落面積　258,169㎡　単価21,000円/10a

（２）緩傾斜農用地（地目：田　５集落対象）

　　　５集落面積　529,923㎡　単価  8,000円/10a

　中山間地域では、耕作条件不

利に加え、農業従事者の高齢化

や後継者不足等が進展してお

り、農業・農村が持つ多面的機

能の維持のため、第５期対策（R

２～Ｒ６）として事業を行う必

要があった。

　５集落において集落協定

の締結がなされ、協定内農

地においては共同作業等に

よる農業生産活動や、農地

並びに農道・水路の維持、

管理など多面的機能の確保

ができた。

　田野活性化センターの男

子トイレ及び女子トイレに

設置していたポータブルト

イレを洋式化した他、トイ

レ内の段差解消等を行った

ことにより、利用者が利用

しやすい環境を整えること

ができた。

　延べ６団体及び１１個

人、１法人へ助成を行い、

農業機械の共同利用や認定

農業者の経営改善計画の実

現、有害鳥獣の被害防止な

どが図られた。

　農業を取り巻く状況が厳しく

なる中、本市の地域農業の担い

手である認定農業者や営農組織

等が取り組む営農活動に支援を

行うことで、地域農業の活性化

を図る必要があった。

　耕作放棄地の増加防止、農業・農村が持つ多面的

機能を維持するため、集落協定の推進を図った。

　田野活性化センターの男子ト

イレ及び女子トイレにポータブ

ルトイレを各１基ずつ設置して

いるが、利用者の使い勝手が悪

いため、トイレの洋式化やトイ

レ内の段差解消等を行う必要が

あった。

　農業機械の共同利用や農作業の受委託をはじめ、

認定農業者の経営改善計画実現のための事業や有害

鳥獣被害対策、畜産経営支援事業などに取り組む農

業者に対して事業費の一部助成を行った。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

４　環境保全型農業直接支援対策事業

527千円

５　農地中間管理機構事業

3,584千円

　農業の持つ物質循環機能を活かし生産性との調和

などに留意しつつ、土づくりなどを通して化学肥

料・化学合成農薬の使用等による環境負荷の軽減に

配慮した持続的な農業に取り組んだ団体に対し交付

金を交付した。

【交付金（事業費）】　488千円

・有機農業

　雑穀及び飼料作物以外

　　　　　　　　　　　　　   単価12,000円/10a

　炭素貯留効果が高い有機農業

　　　　　　　　　　　　　　単価14,000円/10a

・カバークロップ　　　　　　単価   6,000円/10a

・草生栽培　　　　　　　　　単価   5,000円/10a

【交付金（事務費）】　39千円

　農業分野においても地球温暖

化や生物多様性保全に積極的に

貢献していくことが重要となっ

ており、環境保全効果の高い営

農活動に取り組む農業者への支

援が必要であった。

　２組織が有機農業やカ

バークロップ、草生栽培に

取り組み、環境保全効果の

高い営農活動を達成するこ

とができた。

　農地の中間的受け皿となる農

地中間管理機構を通して、担い

手への農地集積・集約化、生産

コストの削減を進めていく必要

があった。

　農地中間管理機構を含む

関係機関と連携して、入作

者も含めた担い手（受け

手）の掘り起こし、農地の

出し手と受け手とのマッチ

ング作業を行い、担い手へ

の農地集積の促進につな

がった。

　農地中間管理事業推進員を１人雇用し、本事業の

周知、農地の出し手の掘り起こし、出し手及び受け

手との調整を行った。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

６　農業次世代人材投資事業交付金   

10,500千円

７　畑地化促進事業

　  （補助金） 1,820千円

８　健康農作物ブランド化推進事業

　（補助金） 300千円

９　その他の農業振興費

18,507千円

　畑地化し水田活用の直接支払交付金の対象から除

外する農地を対象に、１事業者３６４ａに対し、土

地改良区の地区除外決済金の負担に要する経費の助

成を行った。

　本市で就農し、かつ農業次世代人材投資資金の交

付を決定した新規就農者（継続申請者）に対し、独

立・自営就農を後押しするため、農業次世代人材投

資資金を交付した。

　継続申請７件（内１件夫

婦型）に対し、農業次世代

人材投資資金（経営開始

型）を交付し、独立・自営

に向けた就農支援を行うこ

とができた。

　全国的に農業の担い手が不足

していることから、本市におい

ても国の施策に基づき、次世代

を担う農業者となることを志向

する者に対し、就農直後の経営

確立を支援する資金（５年以

内）を交付する必要があった。

　水田を畑地化して畑作物の産

地づくりに取り組む地域に対

し、関係者間の調整や畑地化に

伴う費用負担等に要する経費の

支援が必要であった。

　支援を行ったことによ

り、水田における稲作から

高収益作物への転作を促

し、畑作物の需要に応じた

生産のできる産地づくりが

図られた。

　熊本県県南広域本部球磨地域振興局、球磨地域農

業協同組合、人吉市で構成されたくまろんフェア実

行委員会により、球磨栗を利用した商品の各店舗販

売を周知し、人吉球磨地域で生産される球磨栗の知

名度アップ及び観光客等の招致を行うため、チラ

シ、ポスターの作成、商品開発のための原材料など

の経費の一部を助成した。

　農産物の魅力と知名度アップ

による地域振興と産業の発展及

び人吉球磨管内へ観光客等の招

致を図るため、人吉球磨管内で

生産された球磨栗をアピールす

る必要があった。

　人吉球磨地域の和洋菓子

店、パン製造販売店、飲食

店、物産館等の２８店舗の

協力のもと、くまろんフェ

アを開催したことで、人吉

球磨管内外及び近隣県から

の多くの来客があり、人吉

球磨地域及び球磨栗の知名

度アップに寄与した。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

４　畜産業費 34,347 33,085 １　優良子牛保留奨励事業 国庫支出金

　（補助金） 1,665千円 8,450

一般財源

　（単価45,000円/頭×37頭） 24,635

２　物価等高騰対策事業

30,168千円

（１）畜産農家支援給付金（物価等高騰対策）

30,168千円

３　その他の畜産業費　　　　　　

1,252千円

　優良子牛３７頭を保留奨

励牛として決定し、優良血

統を有する子牛を将来的な

母牛として確保することが

できた。

　畜産経営の安定化には、優良

血統を有する繁殖雌牛の確保が

不可欠であるが、子牛導入にか

かる費用負担が増大しているた

め、優良血統を有する子牛を母

牛として保留する方法は、畜産

経営安定化を図る上で重要な課

題であった。

　本事業の要件に該当する畜産農家に対し、人吉市

飼料・燃料等価格高騰対策農家支援給付金を交付し

た。

　畜産農家６５件に対し、

飼料・燃料等価格高騰対策

農家支援給付金を交付し、

物価高騰に伴う支援を行う

ことができた。

　飼料・燃料等の価格高騰の影

響を受ける畜産農家に対して給

付金を交付することで、営農を

継続する畜産農家の負担軽減を

図る必要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

５　農地費 119,045 117,856 １　市単独事業 国庫支出金

28,859千円 14,419

県支出金

（１）委託料 9,748千円 34,608

　ア　県営土地改良事業土壌調査試掘業務委託 地方債

5,130千円 26,300

　イ　大柿地区外水路土砂撤去業務委託 その他

3,162千円 736

　ウ　その他の委託料 1,456千円 一般財源

41,793

（２）工事請負費

　ア　下城本地区水路改修工事

9,812千円

（３）原材料費 3,497千円

（４）負担金、補助及び交付金 4,166千円

（５）その他の市単独事業 1,636千円

２　県営事業負担金

14,415千円

（１）負担金、補助及び交付金

14,415千円

　ア　県営錦南部５期農免農道整備事業負担金

125千円

　イ　県営上原田地区畑地帯総合整備事業負担金

13,650千円

　ウ　田んぼダム普及・拡大モデル事業負担金

572千円

　エ　農業農村整備事業調査計画費負担金

68千円

　農業用施設の未整備や老朽化

により、農家による施設の維持

管理に多大な労力を要してい

た。

　農業用施設を整備したこ

とにより、農業生産基盤が

充実し農家の維持管理の負

担軽減が図られた。

　全線開通を目指し、事業

の進捗が図られた。

　上原田地区においては、

営農用水の確保に向けた事

業の進捗が図られた。

　流域治水における田んぼ

ダム事業においては、普及

面積の拡充が図られた。

　対象となる地区の基盤再

整備においては、事業方針

等の進捗が図られた。

　人吉市と錦町を結ぶ広域農道

を、農産物の流通や農業経営の

効率化を目的として整備を行う

必要があった。

　上原田地区において国の事業

撤退における代替え用水の確保

を行う必要があった。

　流域治水における事業の一環

として、田んぼダムの普及が必

要であった。

　基盤整備から年月が経過して

いる地区において、再整備を実

施する必要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

３　団体営農業農村整備事業

12,210千円

（１）委託料

　ア　大野地区営農飲雑用水施設機能保全計画策定

　　　業務委託

12,210千円

４　多面的機能支払交付金事業

43,541千円

（１）負担金、補助及び交付金

43,191千円

　ア　人吉地域広域協定運営委員会

39,196千円

　イ　戸越地域環境保全隊 1,750千円

　ウ　下東漆田地域資源保全隊 2,245千円

（２）その他の多面的機能支払交付金事業

350千円

５　前年度繰越事業

13,151千円

（１）工事請負費

　ア　赤池水無地区頭首工ゲート設置工事

13,151千円

６　事故繰越事業

5,680千円

（１）工事請負費

　ア　下城本地区水路改修工事 5,680千円

　対象施設の現在の老朽化

状況等を検証したことによ

り、今後の整備計画の策定

が実施できた。

　農業用施設の老朽化により、

農家による施設の維持管理に多

大な労力を要していた。

　地域の景観形成や農家による

農業用施設の維持管理に多大な

労力を要していた。

　農業者を中心とする地域

住民が、地域内の農地や水

路等の草刈りなどの活動に

より、農村環境の向上に寄

与した。

　農業用施設を整備したこ

とにより、農業生産基盤が

充実し農家の維持管理の負

担軽減が図られた。

　農業用施設の未整備や老朽化

により、農家による施設の維持

管理に多大な労力を要してい

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　２　林業費 ２　林業振興費 764,625 69,558 １　環境保全事業 県支出金

7,858千円 12,523

地方債

2,200

その他

43,290

一般財源

（１）鳥獣被害対策実施隊報酬 1,122千円 11,545

（２）有害鳥獣捕獲報償費 6,538千円

（３）その他の環境保全事業に要する経費

198千円

２　市有林整備事業（補助）

10,200千円

（１）下刈委託　7.21ha 1,940千円

（２）間伐等委託　10.02ha 6,680千円

（３）除伐委託　6.16ha 1,580千円

３　素材生産販売委託事業

3,948千円

（１）素材生産販売委託

3,948千円

　ア　面積     　　　　10.02ha　  　

　イ　搬出量 　　　632.298㎥

　国及び県の補助金を活用し、市有林を整備するも

の。

　イノシシ・シカ・サル等の有

害鳥獣による農林産物等への被

害が多発し、捕獲、駆除する必

要があった。

　防護柵等による被害防止

や、捕獲実施隊による有害

鳥獣捕獲により、農林産物

への被害を軽減することが

できた。

＜令和５年度捕獲実績＞

カラス：２８５羽

アナグマ：１６２頭

サル：３６頭

シカ：２，０８６頭

イノシシ：４７７頭

　事業の適正な実施によ

り、市有林の健全な育成が

図られた。

　森林経営計画に基づく市有林

の保育事業並びに林況に即した

施業が必要であった。

　素材の生産販売のため、伐木・搬出・運搬・販売

に係る一連の業務を委託するもの。

　立木の成長過程で過密となっ

た森林の間伐の必要性があっ

た。また、森林経営の一環とし

て利益を得るために、間伐材を

販売する必要があった。

　間伐により健全で活力あ

る森林を育成するととも

に、間伐材の販売収入を上

げることができた。

　本市特別職非常勤職員である人吉市鳥獣被害対策

実施隊への年間報酬を支出するとともに、シカ・サ

ル・カラスの捕獲、駆除に係る１頭(羽)当たりの定額

報償費を支払うもの。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

４　森林環境整備総合事業

30,442千円

（１）森林経営管理事業 10,972千円

（２）新生児祝い品（森のおくりもの）事業

561千円

（３）Ｊクレジット創出支援業務事業

2,765千円

（４）負担金、補助及び交付金 7,017千円

　ア　作業道開設事業補助金

4,356千円

　イ　その他の補助金 2,661千円

（５）その他の森林環境整備総合事業

9,127千円

５　前年度繰越事業

12,986千円

（１）工事請負費

　ア　作業道草津線道路災害復旧工事

12,986千円

６　その他の林業振興費

4,124千円

　森林環境譲与税を活用して人吉市林業経営管理協

議会へ委託し、放置林対策や木材利用の推進と普及

啓発活動の促進、林業の人材育成や担い手の確保を

図る。

　舗装幅員拡幅及び法面保

護を行い、復旧することが

できた。

　適齢伐期を迎えている森林に

おいて、林業の担い手や後継者

不足等により森林整備が行き届

かず放置されている森林があ

り、森林の公益的機能の低下や

災害への懸念、人材育成等が問

題となっていた。

　また、木育の推進を通じて森

林の役割について関心を持って

もらう必要があった。

　２０２１年１０月に地球温暖

化対策計画が閣議決定され、２

０５０年のカーボンニュートラ

ルの実現に向けた方針が発表さ

れたことを機に、Ｊクレジット

等の脱炭素に関わる森林の役割

にも注目が高まっており、その

対応が必要であった。

　放置林対策として、意向

調査を行い施業箇所の洗い

出しができた。

　また、森のおくりもの事

業を実施し、木材利用推進

や普及啓発を推進すること

ができた。

　Ｊクレジットについて

は、モニタリング報告書を

作成し、クレジットの認証

申請を行った結果、認証を

得ることができた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　３　水産業費 １　水産業振興費 855 855 １　球磨川漁業協同組合への鮎増殖事業 一般財源

　（補助金） 855千円 855

　近年、温暖化現象等の環境変

化による球磨川の遡上鮎の減少

傾向は、水産業の振興上、極め

て深刻な問題であり、稚鮎の確

保をはじめ球磨川鮎の増殖は、

水産業の振興及び地域経済活性

化のため必要であった。

　球磨川漁業協同組合にお

いて、本事業などにより、

球磨川河口の天然遡上鮎約

１２６万尾、組合育成稚鮎

約４９万尾、購入稚鮎約６

１万尾の合計約２３６万尾

の稚鮎を放流した。

　新型コロナウイルス感染

症の影響もあったが、釣り

客が７９１人から８８７人

へと回復した。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

７　商工費

　１　商工費 １　商工総務費 485,099 439,540 １　古都人吉応援団寄附事業に要する経費 地方債

237,031千円 71,000

その他

（１）旅費 49千円 247,461

一般財源

（２）需用費 121,079

　ア　消耗品費 964千円

（３）役務費 15,360千円

　ア　郵便料 3,157千円

　イ　広告料 11,147千円

　ウ　手数料 1,056千円

（４）委託料 198,397千円

（５）使用料及び賃借料 22,253千円

（６）負担金 8千円

２　その他の商工総務費

202,509千円

２　商工業振興費 620,708 512,400 １　各種団体への補助金 国庫支出金

14,765千円 203,710

県支出金

（１）小規模事業指導事業費補助金 222,427

10,051千円 その他

（２）その他の各種団体への補助金 18,565

4,714千円 一般財源

67,698

　平成２７年度から球磨焼酎や

天然鮎、味噌醤油など地元の特

産品を返礼品として寄附を募る

取組を開始し、ふるさと納税大

手ポータルサイト「ふるさと

チョイス」にページを開設。

　平成２９年度に「楽天ふるさ

と納税」、令和元年度に「さと

ふる」にもページを開設した。

　返礼品に関する業務について

は民間事業者に委託した。

　令和４年度には、「ふるな

び」、「ＡＮＡのふるさと納

税」にもページを開設。

令和４年度の寄附額は４０２，

０２２千円となっている。

　全国各地から温かい寄附

が寄せられた。

　個人寄附は件数１８，９

３０件（前年度比１０３．

８％）、寄附額は４１２，

９３１千円（前年度比１０

３．７％）であった。

　企業版ふるさと納税の寄

附受入れ状況は、件数１４

件（前年度比１４０．

０％）、寄附額は１４，６

９０千円（前年度比３７

６．７％）であった。

　令和２年７月豪雨災害、新型

コロナウイルス感染症及び物価

高騰等の影響を受け、地場企業

の売上が低迷しているなどの課

題が山積する本市において、人

吉商工会議所を窓口として、中

小企業及び小規模事業者等への

支援を強化する必要があった。

　人吉商工会議所が行う中

小企業及び小規模事業者支

援の取組に対し補助金を交

付することにより、地場企

業（産業）の課題解決及び

経営安定に寄与した。

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　企業誘致・関係人口創出に要する経費

5,729千円

（１）委託料 5,443千円

　ア　ＩＴ企業等協創促進業務委託

4,943千円

　イ　関係人口創出対流促進業務委託

500千円

（２）その他の企業誘致・関係人口創出に要する

　　　経費

286千円

３　梢山工業団地管理運営費

17,334千円

（１）工事請負費

　ア　温泉源施設改修工事 8,800千円

（２）その他の梢山工業団地管理運営費

8,534千円

４　起業創業・中小企業支援事業（人吉しごと

　　サポートセンター）

22,287千円

（１）需用費

　ア　消耗品費 150千円

（２）役務費 205千円

　ア　電話料 93千円

　イ　その他通信運搬費 112千円

　「人吉しごとサポートセ

ンター」の令和５年度相談

件数は５３４件となり、令

和２年７月豪雨災害や新型

コロナウイルス感染症、物

価高騰の影響が続く中、新

商品開発、創業支援などの

様々な相談を受け、売上

アップや販路拡大に寄与し

　「第６次人吉市総合計画」に

基づき、市内事業者の振興を図

るため、「人吉しごとサポート

センター」において、売上向上

に重点をおいた中小企業事業者

及び起業を志す方の相談支援を

実施していた。

　梢山工業団地内の泉源タンク

が腐食しており、老朽化が著し

く、衛生的な環境が保ちにくい

状況であった。

　泉源タンクを新設したこ

とで保温効果が高くなり、

雨水等の侵入もなくなった

ため、衛生的な環境を保て

るようになった。

　企業誘致や関係人口創出のた

め、都市部や人吉球磨管外から

人を呼び込む必要があった。

　ひとよしくま熱中小学校

の事業を活用して、講師の

つながりや受講生同士のつ

ながりから、企業家、移住

者と接する機会が増えたこ

とで、地域を活性化するこ

とができた。

　また、食の熱中小学校を

開催したことで、人吉球磨

地域の食材を通じて新たな

関係人口を創出することが

できた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（３）委託料 21,932千円

　ア　しごとサポートセンター業務委託

11,053千円

　イ　経営支援システム構築委託 10,879千円

５　新型コロナウイルス感染症経済対策事業

1,573千円

（１）新型コロナウイルス感染症経済対策資金

　　　利子補給補助金

1,573千円

６　令和２年７月豪雨対応支援仮設施設整備事業

9,054千円

（１）委託料 141千円

（２）使用料及び賃借料 8,888千円

（３）負担金、補助及び交付金 25千円

た。

　また、国の過疎地域持続

的発展支援交付金を活用

し、経営支援システムを構

築。本システムを通じたコ

ンテンツ配信や人吉会議

（セミナー等）の開催によ

り中小企業、小規模事業者

及び起業創業予定者の経営

支援に寄与した。

　国・県が新型コロナウイ

ルス感染症対策として制定

した融資制度を活用した４

５件の市内中小企業者に対

して、利子分を補給をする

ことで、事業者の負担を軽

減することができた。

　くまりば店舗について

は、３店舗全てが再建さ

れ、令和５年２月に営業を

終了した。また、人吉駅前

については、令和５年１１

月末で営業を終了し、令和

６年３月に解体を完了し

た。入居していた２８店舗

中２７店舗が再建又は再建

中であり、１店舗は高齢の

ため廃業となった。

　令和２年７月豪雨災害で被害

を受けた中小企業者・小規模事

業者の早期の事業活動再開のた

め、整備した店舗・事務所等の

集合型仮設施設「モゾカタウ

ン」の維持管理を行い、入居事

業者の再建に向けた支援が必要

であった。

　新型コロナウイルス感染症の

影響による売上減少等の理由で

融資を受けられた事業者が多数

おり、負担を軽減する施策が必

要であった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

７　物価等高騰対策事業

433,584千円

（１）地域振興券事業業務委託料（物価等高騰対策）

371,906千円

　ア　事務費 75,264千円

　イ　事業費 296,642千円

 　　 （500円/枚×593,284枚）

　　　利用率：98.5％

　　　対策）

52,498千円

（３）貨物運送事業者等支援給付金（物価等高騰

　　　対策）

9,180千円

８　その他の商工業振興費

8,074千円

　貨物運送業２２社に給付

金を交付し事業継続を支援

することができた。

　原油価格の高騰の影響を受け

ている市内のＬＰガス利用者に

対して、給付金を交付すること

で生活者の負担を軽減する必要

があった。

　市内ＬＰガス利用者のう

ち６，９５８件に支援する

ことができた。

　原油価格の高騰の影響を受け

ている運送事業者等に対して、

給付金を交付することで事業継

続を支援する必要があった。

（２）ＬＰガス使用世帯支援補助金（物価等高騰

　市民１人当たり合計１万

円分（第１弾で６千円、第

２弾（追加分）で４千円）

のひとよし地域応援クーポ

ン券を配布した。加盟店舗

も３００店舗を超え、全体

で２億９千万円規模の地域

経済を循環させることに寄

与した。

　電気・ガス・食料品などの価

格高騰により、生活に影響を受

けている市民の支援と、消費減

退傾向にある市内経済の活性化

が必要であった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

３　観光費 167,966 139,642 １　観光振興一般事業 国庫支出金

139,642千円 2,000

その他

（１）負担金、補助及び交付金 6,474

117,482千円 一般財源

　ア　日本遺産人吉球磨構成文化財活用事業補助金 131,168

4,880千円

　イ　球磨川くだり再建整備事業補助金

80,962千円

　ウ　人吉球磨復興映画制作支援実行委員会補助金

1,000千円

　エ　その他の負担金、補助及び交付金

30,640千円

（２）その他の観光振興一般事業 22,160千円

４　石野公園運営 27,436 26,407 １　石野公園運営費 その他

　　費 26,407千円 2,048

一般財源

（１）委託料 9,907千円 24,359

　ア　石野公園売店販売及び園内清掃業務委託

8,532千円

　イ　石野公園機械警備業務委託

1,094千円

　ウ　その他の委託料 281千円

（２）その他の石野公園運営費

16,500千円

　コロナ禍や令和２年７月豪雨

災害を経て、人吉市の観光客数

はコロナ禍以前の数字に戻りき

らずにいる現状が続いている。

　来園者の増加を図るため、公

園内の清掃を行い、来園者に

とって快適な空間を提供する必

要があった。

　来園者数は令和４年度よ

りも１，０００人程度多い

８万２，４８５人となって

おり、来園者の増加という

面では目標を達成できてい

る。また、売店売上も令和

４年度に比べて１千万円程

度増加している。

　国宝青井阿蘇神社横に

「国宝記念館」がオープン

し、日本遺産人吉球磨のエ

ントランスセンターとして

機能を増幅させたことによ

り、観光客の流れを創出す

ることができた。

　令和２年７月豪雨災害か

ら運休が続いていた球磨川

くだりの「清流コース」が

再開されるなど、これまで

再建等について補助を行っ

てきたことが一つの成果と

して形になった。

　また、本市出身の内村光

良監督が令和４年度に制作

した「夏空ダンス」の上映

会等やPRを行うことで熊本

県内外からの誘客に寄与し

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

５　まち・ひと・ 33,075 30,946 １　まち・ひと・しごと総合交流館管理費 その他

　　しごと総合交 30,946千円 12,167

　　流館管理費 一般財源

（１）委託料 15,501千円 18,779

　ア　ＩＴ企業等協創促進業務委託（コワーキング

　　　スペース等管理業務委託）

5,999千円

　イ　まち・ひと・しごと総合交流館水源掘削業務

            委託

4,414千円

　ウ　その他の委託料

5,088千円

（２）その他のまち・ひと・しごと総合交流館管

　　　理費 15,445千円

　「人吉市まち・ひと・しごと

総合交流館」のコワーキングス

ペースを活用し、本市への新し

い「ひと」の流れを創出する必

要があった。

　また、令和２年７月豪雨災害

の影響により休業していた温泉

施設を再開するにあたり、新た

に井戸を掘削する必要があっ

た。

　人吉市まち・ひと・しご

と総合交流館内の１階のコ

ワーキングスペースにおい

て、市内外のビジネス利用

者を受け入れることができ

た。

　新たに井戸を採掘したこ

とにより、温泉再開に向け

て必要な井戸水を確保する

ことができた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

８　土木費

　２　道路橋梁費 １　道路橋梁総務 37,942 36,499 １　道路橋梁総務費 一般財源

　　費 36,499千円 36,499

（１）委託料

　ア　道路台帳整備更新作業業務委託

2,310千円

（２）その他の道路橋梁総務費 34,189千円

２　道路維持費 98,213 68,512 １　道路維持費 国庫支出金

68,512千円 4,095

一般財源

（１）委託料 30,754千円 64,417

　ア　羽田橋元川線外草刈業務委託

4,730千円

　イ　古仏頂開拓第２号線外側溝浚渫業務委託

1,505千円

　ウ　願成寺町里道支障竹伐採業務委託

1,810千円

　エ　その他の道路維持委託

22,709千円

（２）工事請負費 32,967千円

　ア　願成寺岩清水線道路修繕工事 5,354千円

　イ　井ノ口地内第１号線外舗装修繕工事

4,661千円

　ウ　七地蟹作線外舗装修繕工事 8,668千円

　エ　その他の工事請負費 14,284千円

（３）その他の道路維持費 4,791千円

　今年度の改築工事箇所に

ついて、道路台帳を更新す

ることができた。

　道路舗装面の劣化、路肩の欠

損、排水溝の破損等に伴い、交

通及び日常生活に支障をきた

し、維持・修繕を早急に行う必

要があった。

　道路舗装面の劣化、路肩

の欠損、排水溝の破損等の

修繕を行ったことにより、

交通の安全を確保すること

ができた。

　市道の維持管理業務として、

草刈・側溝浚渫・支障木伐採等

を実施する必要があった。

　草刈・側溝浚渫等の維持

管理業務の適切な委託によ

り、道路環境が良くなっ

た。

　今年度の改築工事箇所等につ

いて、道路台帳を更新する必要

があった。

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

３　道路新設改良 815,233 536,476 １　道路新設改良事業（単独） 国庫支出金

　　費 44,126千円 241,012

地方債

（１）工事請負費 11,045千円 256,200

　ア　九日町鍛冶屋町線改築工事 2,030千円 その他

　イ　永田山江線舗装改築工事 1,980千円 14,623

　ウ　西間朴免木線改築工事 4,436千円 一般財源

　エ　下田代地内第１０号線改築工事 24,641

2,599千円

（２）公有財産購入費

　ア　東間地内第５号線 185千円

（３）その他の道路新設改良事業（単独）

32,896千円

２　広域行政組合受託事業

14,623千円

（１）工事請負費

　ア　赤池水無町地区里道改築工事 14,337千円

（２）その他の広域行政組合受託事業

286千円

３　社会資本整備総合交付金事業（道路）

22,086千円

（１）工事請負費 21,146千円

　ア　瓦屋川村線改築工事 1,775千円

　イ　大野国有林出水線法面対策工事

19,371千円

（２）補償費

　ア　瓦屋地内第２号線 940千円

　クリーンプラザ延命化に伴う

条件整備受託事業を進めるた

め、赤池水無町内の里道の改良

を行う必要があった。

　道路の改良工事を施工

し、交通の安全及び利便性

が確保された。

　道路の改良工事を施工

し、交通の安全及び利便性

が確保された。

　国道並びに主要地方道に接続

し公民館等へ通ずる重要な市道

であるものの、幅員狭小であ

り、緊急車両の通行に支障をき

たしていたため、道路改良工事

を行う必要があった。

　通学路や生活道路の安全を確

保するため、社会資本整備総合

交付金事業にて道路拡幅に伴う

支障物件の補償及び道路改良工

事を行う必要があった。

　道路の改良工事を施工

し、歩行者の交通安全及び

利便性が確保された。

　電柱移転が完了し、工事

に向けた準備が進んだ。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

４　県営事業負担金

225千円

（１）県営事業負担金

　ア　国道４４５号線単県側溝整備負担金

　　  （願成寺町） 225千円

５　都市防災総合推進事業（道路）

9,283千円

（１）委託料 8,191千円

　ア　戸越地内第４号線（大坪橋）詳細設計業務

　　　委託 5,600千円

　イ　温泉町地内第１号線建物調査業務委託

2,591千円

（２）その他の都市防災総合推進事業（道路）

1,092千円

６　前年度繰越事業

439,882千円

（１）道路新設改良事業（単独）

　ア　工事請負費

　　　立石合ノ原線改築工事 11,149千円

（２）社会資本整備総合交付金事業（道路）

69,212千円

　ア　工事請負費 56,149千円

　　　田野高原線法面対策工事 34,104千円

　　　大野国有林出水線法面対策工事

5,597千円

　　　瓦屋川村線改築工事 12,727千円

　　　瓦屋地内第２号線改良工事 3,721千円

　避難路整備に向けた橋梁

設計や建物調査が完了し、

工事に向けた準備が進ん

だ。

　令和２年７月豪雨災害を受

け、リードタイムを踏まえた避

難環境の整備の一環として、安

心安全に避難できる道路整備を

行う必要があった。

　道路の改良工事を施工

し、交通の安全及び利便性

が確保された。

　単県道路改良工事（側溝整

備）箇所について県に事業要望

を行い、危険箇所等を改善する

必要があった。

　側溝整備を行ったことに

より国道の雨水処理機能が

確保された。

　道路の改良工事を施工

し、交通の安全が確保され

た。

　立石合ノ原線の道路幅員が狭

く、歩行者及び緊急車両等の通

行に支障があるため、道路改良

工事を行う必要があった。

　通学路や生活道路の安全を確

保するため、社会資本整備総合

交付金事業にて道路改良工事を

行う必要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　イ　公有財産購入費

　　　瓦屋地内第２号線 1,684千円

　ウ　補償費

　　　瓦屋地内第２号線 11,379千円

（３）都市防災総合推進事業（道路）

359,521千円

　ア　委託料 359,521千円

　　　村山観音道路線外測量設計業務委託

28,965千円

　　　祇園堂栗林線測量設計業務委託

29,757千円

　　　下城本下林線外測量設計業務委託

33,092千円

　　　その他の委託料 267,707千円

７　その他の道路新設改良費

6,251千円

５　橋梁新設改良 260,808 114,393 １　道路メンテナンス事業（補助） 国庫支出金

　　費 12,508千円 51,475

地方債

（１）委託料 36,900

　ア　橋梁点検業務委託 3,412千円 一般財源

26,018

（２）工事請負費 8,976千円

　ア　羽田橋橋梁補修工事 3,306千円

　イ　上の寺橋橋梁補修工事 5,670千円

（３）その他の道路メンテナンス事業（補助）

120千円

　適切な時期に修繕を行ってい

き、将来的な財政負担の低減及

び道路交通の安全性の確保を図

るため、近接目視を基本とした

橋梁点検を行う必要があった。

　また、補修が必要である羽田

橋及び上の寺橋の補修工事を行

う必要があった。

　市が管理する２９１橋の

うち、１１橋の近接目視点

検を行うことができた。

　羽田橋及び上の寺橋の補

修工事を行うことができ

た。

　避難路整備に向けた測量

設計が完了し、工事に向け

た準備が進んだ。

　令和２年７月豪雨災害を受

け、リードタイムを踏まえた避

難環境の整備の一環として、安

心安全に避難できる道路整備を

行う必要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　前年度繰越事業 78,534千円

（１）工事請負費

　ア　羽田橋橋梁補修工事 78,534千円

３　その他の橋梁新設改良費

23,351千円

６　交通安全対策 14,560 14,491 １　交通安全対策費 一般財源

　　費 13,776千円 14,491

（１）工事請負費 13,776千円

　ア　下漆田地内第１２号線外安全施設工事

3,895千円

　イ　人吉矢岳線外安全施設工事

1,481千円

　ウ　田町七地線外安全施設工事

8,400千円

２　交通安全対策費（里道・私道分）

715千円

（１）工事請負費

　ア　大畑町外里道安全施設工事 715千円

　３　住宅費 １　住宅管理費 125,648 109,774 １　住宅管理費 国庫支出金

109,774千円 3,745

その他

（１）修繕料 23,136千円 90,610

一般財源

（２）委託料 16,776千円 15,419

　カーブが多く見通しの悪い場

所や車両通行の頻繁な場所の安

全確保のため、カーブミラー等

の交通安全施設を整備する必要

があった。

　また、破損している交通安全

施設を修復する必要があった。

　市営住宅は、令和５年４月現

在で、１，１２７戸を管理して

いるが、建築後３０年以上経過

したものが多く、年々老朽化が

進んでいる状況であり、快適な

　市営住宅の入退去に伴

い、住戸の修繕を行うと共

に、共同施設等の保守・点

検・管理を適切に行うこと

によって、住みやすい居住

　ガードレール、ガードパ

イプ、カーブミラー等の設

置、通学路へのグリーンラ

インの設置により、通行車

両や歩行者の安全を確保す

ることができた。

71



予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（３）その他の住宅管理費 69,862千円

２　住宅建設費 3,308,116 2,941,281 １　公営住宅建設事業 国庫支出金

59,082千円 1,892,482

県支出金

（１）委託料 5,720千円 55,273

　ア　西瀬団地住戸内結露防止等改修工事設計 地方債

　　　業務委託 944,900

4,235千円 一般財源

　イ　西瀬団地給水設備改修工事設計業務委託 48,626

1,485千円

（２）工事請負費 6,835千円

　ア　笹栗山団地防鳥ネット設置工事

5,368千円

　イ　一本杉団地外階段設置工事

1,467千円

（３）その他の公営住宅建設事業 46,527千円

２　災害公営住宅建設事業

（１）公有財産購入費

　ア　買取型災害公営住宅（相良地区）

　市営笹栗山団地においては、

多数のハトが飛来し、ふん害等

の被害が著しいため、ハトが飛

来できないよう対策する必要が

あった。

　市営一本杉団地においては、

災害等が起こった際、入居者の

避難経路を確保するために、外

階段を設置する必要があった。

2,580,737千円

　現在、応急仮設住宅等に入居

中の被災者の住まいの再建先と

して、熊本県から建設型応急住

宅の譲渡を受け、市営住宅とし

て利活用する計画だが、それだ

環境を提供・維持すること

ができた。

　市営笹栗山団地におい

て、防鳥ネット設置工事を

実施したことで、ハトがベ

ランダや階段室に侵入する

ことができなくなり、ふん

害等を抑制することができ

た。

　市営一本杉団地に外階段

を設置したことで、災害等

が起こった際、入居者が安

全に避難することができる

ようになった。

住環境の維持に努める必要が

あった。

　市営西瀬団地において、

設計業務を実施したこと

で、将来の改修に向けた検

討を行うことができた。

　用途廃止を計画している団地

からの移転先として、市営西瀬

団地の住環境を改善する必要が

あった。

2,579,532千円

　災害公営住宅（相良地

区）を購入したことで、自

立再建が困難な被災者の住

居１２０世帯分を確保する

ことができた。

72



予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（２）その他の災害公営住宅建設事業

1,205千円

３　木造仮設利活用住宅整備事業

173,378千円

（１）委託料 47,826千円

　ア　西間第一仮設団地造成等測量設計委託

23,186千円

　イ　西間第三仮設団地集会所移築工事設計委託

2,299千円

　ウ　木造仮設利活用住宅改修工事設計委託

3,443千円

　エ　西間第三仮設団地木造仮設利活用住宅

　　　改修工事設計委託 2,090千円

　オ　下原田第二仮設団地造成等測量設計委託

6,116千円

　カ　西間第三仮設団地造成等測量設計委託

7,095千円

　キ　木造仮設利活用住宅移築工事設計委託

3,597千円

（２）公有財産購入費 124,275千円

　ア　西間上第二仮設団地用地 83,190千円

　イ　西間上第三仮設団地用地 41,085千円

（３）その他の木造仮設利活用住宅整備事業

1,277千円

　建設型応急住宅の現状は仮設

建築物であるため、建築基準法

及び都市計画法等の関係法令の

基準を満たしておらず、また、

室内の建具等の仕様は非常に簡

素なつくりとなっている。今

後、被災者の住まいの再建先と

して、建設型応急住宅の譲渡を

受け、市営住宅として利活用す

るにあたり、関係法令への適合

及び恒久的利用にふさわしい住

戸改修及び集会所整備が求めら

れるため、敷地造成のための測

量設計及び住戸改修・移築工事

のための設計業務を実施する必

要があった。

　また、建設型応急住宅を利活

用するにあたって、現在借地と

なっている団地については、用

地取得する必要があった。

けでは必要な戸数の確保ができ

ないため、災害公営住宅を建設

し、自立再建が困難な被災者の

住居を整備する必要があった。

　測量設計業務及び住戸改

修・集会所移築工事の設計

業務を実施したことで、建

設型応急住宅の利活用に向

けた住戸改修工事や造成工

事等を発注する準備が進ん

だ。

　用地取得ができたこと

で、建設型応急住宅の利活

用計画を進めることができ

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

４　前年度繰越事業 128,084千円

（１）公営住宅ストック総合改善事業

　ア　工事請負費 36,253千円

　　　原城団地給水設備改修工事 6,036千円

　　　原田団地１号棟外壁改修工事

30,217千円

（２）災害公営住宅建設事業

　ア　公有財産購入費

　　　災害公営住宅（東校区地区）用地

70,903千円

（３）公営住宅建設事業

　ア　公有財産購入費

　　　下原田第二仮設団地 20,928千円

３　民間住宅対策 10,111 10,058 １　民間住宅対策事業 国庫支出金

        費 7,500千円 159

県支出金

（１）負担金、補助及び交付金 7,308

　ア　大規模被災地区住まい移転促進事業交付金 一般財源

7,500千円 2,591

　令和２年７月豪雨災害で甚大

な被害を受け、地区内の全世帯

が全壊判定を受けた大柿地区に

おいて、今後の水災リスクから

命を守るために大柿地区外での

住まい再建を促進する必要が

あった。

　給水設備改修及び、外壁

改修を実施することで、良

好な住環境を整備すること

ができた。

　市営住宅の長寿命化を図り、

良好な住環境を整備するため、

老朽化した給水設備の改修及び

外壁改修を実施する必要があっ

た。

　災害公営住宅（東校区地

区）の用地取得をしたこと

で、被災者の自立再建に向

けた災害公営住宅整備が進

んだ。

　被災者の自立再建に向けた災

害公営住宅建設事業を推進する

ために建設用地を取得する必要

があった。

　大柿地区から大柿地区外

へ移転し再建され、人吉市

大規模被災地区住まい再建

移転促進事業交付金を申請

された３件に対して交付決

定を行った。当該事業によ

り今後の水災リスクから命

を守るために大柿地区外で

の住まい再建を促進するこ

とに寄与した。

　用地取得ができたこと

で、建設型応急住宅の利活

用計画を進めることができ

た。

　建設型応急住宅を利活用する

にあたって、現在借地となって

いる団地については、用地を取

得する必要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　民間住宅耐震改修促進事業

615千円

（１）アクションプログラム計画業務委託

547千円

（２）戸建木造住宅耐震改修等事業補助金

　　　1件 68千円

３　危険ブロック塀等安全確保支援事業

392千円

（１）危険ブロック塀等安全確保支援事業補助金

　　　1件 392千円

４　アスベスト調査分析事業

80千円

（１）アスベスト調査分析事業補助金

　　　1件 80千円

　地震発生時における歩行者へ

の被害及び、避難路を封鎖する

恐れがある危険ブロック塀等を

改善する必要があった。

　民間住宅耐震改修促進事

業では、昭和５６年以前の

戸建木造住宅所有者に対

し、チラシ等を送付するこ

とにより制度の周知ができ

た。また、戸建木造住宅の

耐震診断の一部助成を行っ

たことにより、住宅の耐震

化に寄与することができ

た。

　住民の安全で安心な住環境の

確保のため、戸建木造住宅の耐

震化を推進する必要があった。

　建設資材に含まれるアスベス

トが飛散することで発生する住

民の健康被害を予防する必要が

あった。

　危険ブロック塀等安全確

保支援事業では、危険ブ

ロック塀の撤去及び新規

フェンス等への改修等に補

助を行うことで、地震発生

時の歩行者への被害防止及

び避難路の安全確保に寄与

することができた。

　アスベスト調査分析事業

では、アスベストを含有す

る吹付け建材が施工されて

いるおそれのある建築物に

ついて、調査分析費用の補

助を行うことにより、安全

性を確認することができ

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

５　令和２年７月豪雨災害復旧支援事業

1,471千円

（１）被災宅地復旧支援事業補助金

　　　2件 1,471千円

　４　都市計画費 １　都市計画総務 536,066 531,298 １　都市計画総務費 国庫支出金

　　費 38,131千円 146,370

県支出金

（１）委託料 7,315千円 4,009

　ア　都市計画基礎調査業務委託 地方債

5,060千円 109,800

　イ　都市計画基礎調査業務委託(その２) 一般財源

2,255千円 271,119

（２）その他の都市計画総務費

30,816千円

２　公共下水道事業特別会計繰出金

206,100千円

３　公共用地先行取得事業特別会計繰出金

232千円

　令和２年７月豪雨災害からの

速やかな復旧を促進するため

に、被災した宅地の復旧につい

て支援する必要があった。

　被災宅地復旧支援事業で

は、被災した宅地を復旧す

るための費用について補助

することにより、令和２年

７月豪雨災害からの復旧が

進んだ。

　地形・建物状況等さまざ

まなデータを調査・収集

し、今後のまちづくりに資

する資料をとりまとめた。

　都市計画法に基づき、都市の

現況及び将来の見通しを調査す

る必要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

４　前年度繰越事業

286,835千円

（１）被災市街地復興推進事業

　ア　委託料 286,835千円

　　　被災市街地公共施設等調査業務委託

261,939千円

　　　建物調査等業務委託 16,435千円

　　　その他の委託料 8,461千円

３　公園整備費 80,285 37,663 １　公園整備事業 国庫支出金

10,369千円 8,552

県支出金

（１）委託料 5,071千円 1,975

　ア　城本公園擁壁工測量設計業務委託 地方債

3,025千円 8,000

　イ　村山公園竹林伐採業務委託 一般財源

2,046千円 19,136

（２）工事請負費

　ア　球磨川堤防緑地舗装工事 5,298千円

　今後、隣地への土砂が流

入しないよう対策を行うた

めの工事の設計が完了し

た。

　竹木を伐採したことで、

園路の見通しが良くなり、

公園の安全性が向上し、景

観も改善した。

　被災市街地復興推進地域

に指定した青井地区におい

ては、施行者である熊本県

と連携して復興まちづくり

座談会を開催し、まち並み

形成の方針や公園の整備方

針、さらには都市再生整備

計画を策定した。

　また、中心市街地地区に

おいても、土地区画整理事

業の基本設計や都市再生整

備計画を策定することがで

きた。

　梅雨時期の降雨により、城本

公園の法面が崩れ隣接する民家

へ崩れた土砂が流入した。

　村山公園園路周辺の竹木が大

きく茂り、利用者の安全性が低

下し、景観も悪化していた。

　令和２年７月豪雨災害に

より被災した緑地を舗装

し、環境改善を図ることが

できた。

　令和２年７月豪雨災害で、甚

大な被害を受けた市街地の安全

かつ賑わいのある復興まちづく

り整備に向けた取組を進める必

要があった。

　国土交通省所管の球磨川堤防

管理用通路を市が占用し、緑地

として管理していた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　社会資本整備総合交付金事業

14,122千円

（１）委託料

　ア　 石野公園外施設長寿命化計画策定業務委託

3,800千円

（２）工事請負費

　ア　村山公園園路改修工事 10,240千円

（３）その他の社会資本整備総合交付金事業

82千円

３　都市防災総合推進事業（公園）

4,992千円

（１）委託料 4,992千円

　ア　村山公園避難場所測量基本設計業務委託

4,600千円

　イ　村山公園避難場所測量設計業務委託

392千円

４　前年度繰越事業

8,180千円

（１）都市防災総合推進事業（公園）

　ア　委託料

　　　村山公園避難場所測量設計業務委託

8,180千円

　災害時に市民の安全・安心を

確保するため、村山公園を避難

場所として整備する必要があっ

た。

　避難場所として整備する

区域の選定や第１候補地の

設計を行うことができた。

　当初計画を策定してから１０

年以上が経過し、公園施設の長

寿命化計画を見直す必要があっ

た。

　都市公園利用者の安全・安心

及び利便性の向上を図るため、

老朽化した施設の整備を行う必

要があった。

　長寿命化計画の見直しを

行ったことにより、公園施

設の維持管理について長期

的な見通しを立てることが

できた。

　人吉市都市公園施設長寿

命化計画に基づき、村山公

園園路改修工事や村山公園

施設のバリアフリー改修工

事を行い、市民の安全・安

心及び利便性の向上を図る

ことができた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

４　街路事業費 101,611 66,155 １　街路事業（単独） 国庫支出金

7,990千円 14,120

地方債

（１）委託料 11,800

　ア　街路樹維持管理業務委託 一般財源

7,990千円 40,235

２　前年度繰越事業

36,774千円

（１）街路事業（単独）

　ア　委託料

　　　都市計画道路紺屋町南町線外１路線測量

　　　予備設計業務委託 16,669千円

（２）社会資本整備総合交付金事業

　ア　工事請負費

　　　下林願成寺線道路付属施設設置工事

20,105千円

３　その他の街路事業（単独）

21,391千円

　街路樹の維持管理のため、定

期的に剪定及び支障木の伐採を

行う必要があった。

　高木化や、枯れにより倒

木の危険性がある樹木を伐

採することができた。

　道路区域に張り出した枝

の剪定を行い道路の見通し

が改善した。

　被災市街地復興推進地域内の

都市計画道路である紺屋町南町

線及び下林柳瀬線の改良事業を

進める必要があった。

　都市の骨格を形成し、円滑な

都市活動を支える都市計画道路

の整備を計画的に進めていく必

要があった。

　その中でも、人吉インター

チェンジに連結している都市計

画道路下林願成寺線未整備区間

の整備に早急に取り組む必要が

あった。

　事業認可を取得するため

の概略設計を完了させた。

　都市計画道路下林願成寺

線未整備区間の整備が完了

し、交通ネットワークの利

便性が向上した。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

５　土地区画整理 442,189 336,900 １　被災市街地復興推進事業 国庫支出金

　　費 336,900千円 12,719

県支出金

（１）委託料 159,293千円 120,000

　ア　紺屋町被災市街地復興土地区画整理事業 地方債

　　　換地設計等業務委託 67,200

57,389千円 その他

　イ　紺屋町被災市街地復興土地区画整理事業 13,293

　　　実施設計等業務委託 一般財源

17,480千円 123,688

　ウ　紺屋町被災市街地復興土地区画整理事業

　　　建物調査等業務委託

78,434千円

　エ　その他の委託料

5,990千円

（２）工事請負費

　ア　紺屋町被災市街地復興土地区画整理事業

　　　（側溝改良）工事

3,010千円

（３）公有財産購入費

　ア　紺屋町被災市街地復興土地区画整理事業に

　　　係る用地購入

20,983千円

（４）負担金、補助及び交付金

　ア　青井地区土地区画整理事業費負担金

55,500千円

（５）その他の被災市街地復興推進事業

98,114千円

　令和２年７月豪雨災害で、甚

大な被害を受けた市街地の安全

かつ賑わいのある復興まちづく

り整備に向けた取組を進める必

要があった。

　被災市街地復興推進地域

に指定した青井地区におい

ては、施行者である熊本県

と連携して復興まちづくり

推進委員会を開催し、未接

道宅地や生活道路等の住環

境の改善等による宅地の利

用増進に向けて、一部の区

域について土地区画整理事

業の仮換地指定を行い、工

事に着手することができ

た。

　また、中心市街地地区に

おいても、未接道宅地の解

消のための新たな区画道路

の整備や一時避難場所とな

る公園の整備、熊本県が管

理者である山田川の堤防補

強と一体となった面的整備

を進めるために、測量業務

や用地先行買収、復興まち

づくり推進委員会や土地区

画整理審議会を開催し、紺

屋町の一部の区域について

土地区画整理事業の仮換地

指定をすることができた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　５　河川費 １　河川総務費 84,282 63,069 １　河川管理受託事業 国庫支出金

17,479千円 17,478

県支出金

（１）委託料 1,239

　ア　人吉地区堤防等周辺美化業務委託 地方債

17,052千円 44,300

一般財源

（２）その他の河川管理受託事業 427千円 52

２　河川総務費

23,425千円

（１）委託料 7,324千円

　ア　岩川内川浚渫業務委託 6,039千円

　イ　大谷川河川浚渫業務委託 1,285千円

　　　

（２）工事請負費 16,101千円

　ア　桑木津留川河川浚渫工事 8,550千円

　イ　矢黒川河川浚渫工事 7,551千円

３　河川管理受託事業（県）

1,239千円

（１）委託料

　ア　山田川河川堤防草刈業務委託

　　 1,239千円

　球磨川の堤防等に生えている

雑草が伸びているため、除草す

る必要があった。

　球磨川の堤防等の除草を

実施したことにより、周辺

の景観や環境が良くなっ

た。

　市管理河川に土砂が堆積して

いたため、浚渫を行う必要が

あった。

　市管理河川の浚渫を行っ

たことにより、河川の増

水、氾濫の危険が減り近隣

住民の安全が確保できた。

　山田川の堤防等に生えている

雑草が伸びているため、除草す

る必要があった。

　山田川の堤防等の除草を

実施したことにより、周辺

の景観や環境が良くなっ

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

４　前年度繰越事業

20,926千円

（１）工事請負費 20,926千円

　ア　桑木津留川河川浚渫工事 15,299千円

　イ　鳩胸川外河川浚渫工事 5,627千円

２　河川改良費 15,601 6,520 １　河川等整備事業 地方債

2,500千円 6,500

一般財源

（１）委託料 20

　ア　椿谷川橋梁詳細設計業務委託

2,500千円

２　前年度繰越事業　

4,020千円

（１）河川等整備事業　

　ア　委託料　

　　　椿谷川測量設計業務委託 4,020千円

　市管理河川に土砂が堆積して

いたため、浚渫を行う必要が

あった。

　市管理河川の浚渫を行っ

たことにより、河川の増

水、氾濫の危険が減り近隣

住民の安全が確保できた。

　準用河川椿谷川の測量設

計業務において、河川法線

や河床勾配の測量設計が完

了し、工事に向けた準備が

進んだ。

　準用河川椿谷川において大雨

時に氾濫するため、河川法線や

河床勾配を見直す必要があっ

た。

　準用河川椿谷川において河川

線形が変更となり、新たに橋梁

を架設する必要があった。

　橋梁詳細設計が完了し、

新たな橋梁の架設工事に向

けた準備が進んだ。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

９　消防費

　１　消防費 ３　消防施設費 24,934 24,731 １　防災行政無線整備事業 地方債

6,790千円 6,500

一般財源

（１）デジタル同報無線システム管理運営業務 18,231

　　　委託

6,581千円

（２）その他の防災行政無線整備事業

209千円

２　防災基盤整備事業

6,501千円

（１）消防団小型動力ポンプ購入 6,501千円

　　　２分団３部　１台

　　　５分団２部　１台

　　　５分団３部　１台

３　消防施設費

11,440千円

（１）防火水槽修繕工事 2,020千円

　　　田野町、西大塚町、上林町

（２）その他の消防施設費 9,420千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　災害発生時における住民への

緊急情報の発信のため、防災行

政無線同報系無線の運用及び維

持管理を行ってきた。

　また、令和２年７月豪雨災害

を受けて、情報発信手段の多重

化を図るため、市内全世帯に加

え事業所へ防災ラジオを整備す

る必要があった。

　緊急情報を一斉告知する

同報系無線を整備し、平成

２５年４月１日から運用を

続けている。

　また、情報発信手段の多

重化を図るため、全世帯に

防災ラジオを整備し、自宅

や事業所（勤務先）でも防

災行政無線放送を聞くこと

ができる環境整備を行っ

た。

　消防水利の拡充と消防設備の

充実については、年次計画によ

り整備を図ってきた。

　消防設備の充実について

は、年次計画に基づいた消

防団小型動力ポンプの更新

や、防火水槽の修繕工事を

行い、地域住民の安心と消

防体制の強化を図った。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

5　災害対策費 31,033 30,575 １　避難所備蓄品等に要する経費 県支出金

103千円 7,668

一般財源

（１）障がい者のための避難所用スカーフ作成委託 22,907

103千円

２　球磨川水系防災・減災ソフト対策事業

16,934千円

（１）人吉市総合防災マップ（ＷＥＢ版）システ

　　　ム改修委託 1,870千円

（２）人吉市グリッドマップ作製委託

860千円

（３）データ放送行政情報表示事業（デタポン）

924千円

（４）備品購入費 12,135千円

　ア　ＩＰ無線機 6,720千円

　イ　ポータブル蓄電池 2,960千円

　ウ　発電機 380千円

　エ　その他備品購入費 2,075千円

（５）水災補償加入促進助成金 835千円

（６）その他の球磨川水系防災・減災ソフト対策

　　　事業 310千円

　視覚や聴覚など外見からでは

分かりにくい障がいのある方た

ちへの配慮の必要性を周囲に伝

える手段が課題であった。

　人吉市総合防災マップ

（ＷＥＢ版）の多言語対応

を行った。また、グリッド

マップの作製を行い、関係

機関との情報連携体制の強

化を図った。

　ＲＫＫ熊本放送のデータ

放送行政情報表示事業（デ

タポン）を利用すること

で、多様な防災情報発信手

段の確保を図った。

　災害用備品の購入では、

ＩＰ無線機を購入し、水防

団の災害時連絡体制の強化

を図った。また、ポータブ

ル蓄電池、発電機の購入を

行い、山間部の指定避難所

における停電対策を行い、

災害発生時に備えた体制強

化を図った。

　水災保険等への加入を強

　住民の日頃からの防災意識の

向上及び災害発生時に備えた備

品及び備蓄品の整備を図る必要

があった。

　今後、障がい者が避難所

へ避難した際に、配慮して

ほしい内容の記載されたス

カーフを身につけることに

よって、周囲に配慮や支援

を求めやすくなり、障がい

者支援につなげることがで

きる。

作成枚数：１００枚
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

３　その他の災害対策費

13,538千円

く促進し、水災被害が発生

した場合における住まいの

早期復興を図ることを目的

とし、水災補償加入促進事

業を推進した。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

１０　教育費

　１　教育総務費 ２　事務局費 226,955 224,328 １　教育委員会事務局運営費（教育係） 国庫支出金

34,469千円 287

県支出金

（１）使用料及び賃借料 13,544千円 200

　ア　学校用グループウェア「ミライム」使用料 その他

957千円 17,348

　イ　その他の使用料及び賃借料 一般財源

12,587千円 206,493

（２）その他の教育委員会事務局運営費（教育係）

20,925千円

２　特別支援教育支援員に要する経費

43,057千円

（１）報酬 31,070千円

（２）職員手当等 5,642千円

（３）共済費 5,807千円

（４）旅費 538千円

　　特別支援教育支援員配置　　　   19人　　

　 （内　訳）

　　人吉東小学校　　　　　　　　　5人

　　人吉西小学校　　　　　　　　　3人

　　東間小学校　　　　　　　　　　3人

　　大畑小学校　　　　　　　　　　1人

　　西瀬小学校　　　　　　　　　　2人

　　中原小学校　　　　　　　　　　3人

　　第一中学校　　　　　　　　　　1人

　　第二中学校　　　　　　　　　　1人

３　その他の事務局費

146,802千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　「ミライム」の導入によ

り、各校における出退勤管

理の統一と簡素化が図ら

れ、またグループウェアの

基本機能である電子掲示板

やメール機能を全ての教職

員が活用しており、教員の

業務改善、働き方改革に寄

与できた。

　市内の各小・中学校には、通

常学級に在籍し、発達障がい等

の理由により、生活及び学習面

で特別な支援を要する児童生徒

が増加傾向にある。このような

状況の中、担任１人による学級

指導体制では学級経営に支障を

きたす可能性があり、担任の負

担軽減のために、各学校の実情

に応じて、特別支援教育支援員

を配置してきた。

　今後もより充実した支援体制

を確保し、個々の教育的ニーズ

に応じた特別支援教育の充実を

図るためには、継続した支援員

の配置が必要であった。

　令和５年度から特別支援

教育支援員１人を増員し、

１９人を確保することがで

きた。特別な支援を要する

児童生徒が在籍する学校に

配置することにより、生

活・学習両面でのきめ細か

な指導体制が確立され、個

に応じた適切な支援が実現

できた。

　また、学級全体の経営が

安定し、担任の業務負担軽

減も図られた。

　しかしながら、支援を要

する児童生徒数は増加傾向

にあるため、支援員の人材

確保と人件費の財源確保が

課題である。

　市内小中学校９校に勤務する

教職員の服務等を管理する上

で、出退勤管理を統一し改善を

図る必要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　2　小学校費 ３　学校建設費 34,812 34,052 １　小学校施設整備事業 地方債

34,052千円 33,400

一般財源

（１）委託料 9,895千円 652

　ア　中原小学校屋内運動場屋根・トイレ改修工事

　　　設計業務委託

4,400千円

　イ　その他の委託料 5,495千円

（２）工事請負費 24,157千円

　ア　中原小学校高圧受電設備改修工事

14,784千円

　イ　大畑小学校・西瀬小学校焼却炉撤去工事

6,930千円

　ウ　大畑小学校屋内運動場トイレ改修工事

1,178千円

　エ　その他の工事請負費 1,265千円

　４　社会教育費 １　社会教育総務 122,612 121,188 １　社会人権教育に要する経費    　 県支出金

　　費 270千円 154

一般財源

（１）人吉市人権教育推進連絡協議会補助金 121,034

210千円

（２）人吉球磨人権教育研究協議会負担金

54千円

（３）その他の社会人権教育に要する経費

6千円

　人権に関する研修は継続して

行っており一定の成果は収めら

れているものの、近年では新た

な人権問題も提起されるなど、

複雑化しており、一人ひとりが

人権問題に関する理解と認識を

深めていくための研修の機会の

提供と啓発を継続して行ってい

く必要があった。

　人吉市人権教育推進連絡

協議会研修会において、

「部落差別の解消に向け

て」を実施した。また、人

吉球磨人権教育研究協議会

の人吉ブロックの社会教育

部会において「企業と人

権、人権ワークショップ」

を実施したことで、人権問

題への理解と認識を深める

ことができた。

　子ども人権作品展は、市

内の小中学校に人権ポス

ター・標語・作文を募集す

　小学校施設は、建設後相当の

年数が経過しており、児童の安

全・安心な教育環境の確保のた

めには、経年劣化に伴う改修等

の必要があった。

　大畑小学校・西瀬小学校に

は、未撤去の焼却炉が現存して

おり、ダイオキシン類の残留等

が懸念されていたため、焼却炉

を撤去する必要があった。

　設計業務を行い、改修工

事に向けた準備を進めるこ

とができた。

　また、高圧受電設備改修

や焼却炉撤去により、安

全・安心な教育環境の整備

を図ることができた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　地域学校協働活動推進事業

6,737千円

（１）地域コーディネーター報酬

4,796千円

（２）その他の地域学校協働活動推進事業

1,941千円

３　その他の社会教育総務費

114,181千円

ることで、児童生徒が人権

について考える機会とし、

併せて作品を展示すること

で大人に向けた人権啓発の

機会となった。

　学校を核とした地域づくりの

ために、従来の地域と学校の連

携体制を基盤として、より多く

の幅広い層の地域住民、団体等

が参画し、緩やかなネットワー

クを形成することにより、地域

学校協働活動を推進する必要が

あった。

　地域コーディネーター

が、学校及び学校支援ボラ

ンティアと連携を密にする

ことで、新規の学校支援を

２５件実施することができ

た。登校見守りや読み聞か

せなど、定例的な支援と合

わせて学校と地域との絆づ

くりにつながった。

＜活動実績＞

・一中校区

支援回数：１９５回

延べ支援者数：７６７人

・二中校区

支援回数：２２３回

延べ支援者数：９６４人

・三中校区

支援回数：６１回

延べ支援者数：３５７人
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　公民館費 45,123 44,139 １　公民館管理運営費 地方債

43,761千円 2,200

その他

（１）委託料 11,568千円 2,765

　ア　管理委託 3,046千円 一般財源

　イ　校区公民館事業委託 3,975千円 39,174

　ウ　校区民体育祭業務委託 1,006千円

　エ　校区公民館長業務委託 317千円

　オ　その他の業務委託 3,224千円

（２）公民館会計年度任用職員報酬 14,248千円

（３）その他の公民館管理運営費 17,945千円

２　その他の公民館費

378千円

　西瀬コミュニティセン

ターは建設中であったが、

校区内の自治公民館におい

て公民館講座を実施するこ

とができた。

　全てのコミュニティセン

ターにおいて、成人講座及

び子ども講座を全１０回で

開催し、学びの場を提供す

るとともに、地域のつなが

りづくりにつなぐことがで

きた。

＜講座実績＞

・東西コミセン

成人：８講座、８９人

子ども：５講座、６６人

・東間コミセン

成人：８講座、９７人

子ども：１講座、１０人

・大畑コミセン

成人：５講座、４６人

子ども：２講座、２３人

・西瀬コミセン

成人：５講座、６０人

子ども：２講座、１６人

・中原コミセン

成人：７講座、８８人

子ども：１講座、８人

　公民館を地域のコミュニケー

ション、生涯学習、福祉、健康

づくりの拠点として、コミセン

講座等の充実と、校区公民館活

動の推進をしていく必要があっ

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

５　文化財保護費 109,333 105,643 １　文化財保護一般事業 国庫支出金

        29,546千円 34,478

県支出金

（１）文化財保護委員会    140千円 12,156

地方債

28,300

一般財源

30,709

（２）文化財等管理業務委託料 8,180千円

（３）補助金 18,728千円

　ア　人吉市文化財保存整備補助金　５件

9,556千円

　イ　被災文化財復旧支援事業補助金　５件

7,091千円

　ウ　地域コミュニティ施設等再建支援事業補助金

　　　４件

1,486千円

　エ　その他の補助金　２件

595千円

（４）その他の文化財保護一般事業

2,498千円

　令和２年７月豪雨災害に

より被災した市内の指定・

未指定文化財の災害復旧事

業に対する補助などを行

い、文化財としての価値を

復旧する事業を支援するこ

とができた。

　相良７００年の歴史をはじめ

とした、市内に残る数多くの歴

史文化遺産の保存・活用・継承

のため、文化財保護行政を積極

的に推進し、多様な事業を展開

していく必要があった。

　市が管理する史跡等の保

存管理業務として清掃や除

草を行い、良好な状態を維

持することができた。

　文化財保護委員会におい

て、文化財保護・保全等事

業について審議し、適切な

業務推進につなげることが

できた。

　文化財防火デーに伴う防

火査察を実施し、文化財防

災体制の整備や防災対策の

強化を図ることができた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　史跡人吉城跡保存整備事業（補助）

68,968千円

（１）委託料 23,342千円

（２）工事請負費

　ア　御館跡西側石垣修理工事　 45,562千円

（３）その他の史跡人吉城跡保存整備事業（補助）

64千円

３　その他の文化財保護費

7,129千円

　５　保健体育費 １　保健体育総務 61,663 58,814 １　保健体育総務一般事業 県支出金

　　費 13,563千円 311

一般財源

（１）各種スポーツ団体等補助金 58,503

9,023千円

　ア　人吉市体育協会補助金

8,717千円

　イ　その他の各種スポーツ団体等補助金

306千円

（２）スポーツコーディネーター業務委託

2,061千円

　史跡人吉城跡内に立地する御

館跡西側石垣が崩壊の恐れがあ

り、修理工事を実施する必要が

あった。

　令和２年７月豪雨災害により

被害を受けた人吉城歴史館の展

示設備について、新たに基本設

計を実施する必要があった。

　御館跡西側石垣の解体・

一部積み直し工事及び人吉

城歴史館展示設備基本設計

業務委託を実施し、適正か

つ円滑な作業を遂行するこ

とができた。

　市民スポーツへの関心を高

め、生涯にわたり誰もが心身と

もに健康で明るく豊かな活力あ

る生活を営むことができるよ

う、スポーツ環境の整備に努め

る必要があった。

　また、各種スポーツ競技の活

性化及び地域活性化に取り組む

必要があった。

　人吉市体育協会に補助金

を交付し各種スポーツ振興

事業が展開できた。なかで

も、熊本県民体育祭事業に

おいては、採点競技２２種

目、公開競技１種目に延べ

３８８人の選手の参加があ

り、各種競技団体の競技力

向上とスポーツを通した地

域活性化につながった。

　スポーツコーディネー

ター業務委託により、市内

小学校４～６年生の参加児

童１７４人（全対象児童の

２２．４８％）に社会体育
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（３）その他の保健体育総務一般事業

2,479千円

２　その他の保健体育総務費

45,251千円

２　体育施設費 83,808 81,914 １　体育施設管理費（学校） 地方債

9,526千円 10,700

その他

（１）委託料 8,122千円 1,645

　ア　公共施設予約システム導入業務委託 一般財源

7,447千円 69,569

　イ　その他の委託料

675千円

（２）その他の体育施設管理費（学校）

1,404千円

２　体育施設管理費

72,388千円

（１）体育施設修繕料 121千円

（２）委託料 65,820千円

　ア　体育施設指定管理 62,963千円

　イ　スポーツパレス工事設計業務委託

1,870千円

　ウ　社会体育施設維持管理業務委託

987千円

　公共施設予約システムの

導入により、利用者はオン

ラインでの施設予約が可能

になった。予約システムと

連動するキーボックスを設

置することで、鍵管理の自

動化、無人化を図ることが

できた。

　学校体育施設は、窓口申請に

よる予約受付、管理人による鍵

管理を行っており、利用者の利

便性向上及び管理人の負担軽減

が求められていた。

活動として総合的なスポー

ツ教室を実施し、児童の運

動機会の二極化防止を図っ

た。

　体育施設の指定管理を導入し

て１６年目を迎えるが、指定管

理者の管理・運営により、利用

者が安全・安心に利用すること

ができるよう、サービスの向上

を図り、利用者の満足感の向上

につなげる必要があった。

　また、施設の老朽化が進む

中、適時適切に改修等を行う必

要があった。

　社会体育施設について、

指定管理者（NPO法人人吉

市体育協会）に委託し、管

理運営を実施した。

　施設の年間利用者数は約

１９万１千人で令和４年度

と比べ、約３万５千人増え

ており、コロナ禍前の令和

元年度以前の水準に近づい

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（３）工事請負費 5,509千円

　ア　スポーツパレス排水設備改修工事

1,518千円

　イ　人吉クレー射撃場法面復旧工事

3,991千円

（４）その他の体育施設管理費 938千円

　６　学校給食セ １　学校給食セン 214,412 212,353 １　給食センター管理運営費 国庫支出金

　　　ンター費 　　ター運営費 212,353千円 16,121

地方債

（１）給食調理業務委託 63,811千円 24,900

　　　債務負担行為：令和５年度～令和８年度 その他

　　　令和５年度　63,811千円 601

　　　令和６年度　63,811千円 一般財源

　　　令和７年度　63,811千円 170,731

　　　令和８年度　63,811千円

（２）給食管理 7,238千円

　ア　委託料 6,435千円

　イ　使用料 561千円

　ウ　備品購入費 242千円

（３）蒸気式天吊りコンテナ消毒装置及び専用

　　　コンテナ設置工事

　ア　工事請負費 9,680千円

　　　令和２年度　4台更新

　　　令和３年度　4台更新

　　　令和４年度　4台更新

　　　令和５年度　4台更新

　必要に応じて施設改修や

復旧をすることで、スポー

ツ環境を整備することがで

きた。

　給食の目的や質の低下を損な

うことなく、民間のノウハウを

活かし、より効果的な給食運営

を行うことが求められている。

　民間事業者への調理業務

委託により、効率的に安

全・安心で、かつ美味しい

学校給食を提供することが

できた。

　給食費公会計化に伴うシ

ステム構築委託により、次

年度開始の公会計化システ

ムを構築することができ

た。

　市民の利便性向上及び教職員

の業務負担軽減のため、給食費

の公会計化を進める必要があっ

た。

　蒸気式天吊りコンテナ消毒装置及び専用コンテナ

が全部で４０台あるため、年次計画で更新を行う。

　老朽化のため不具合の多い蒸

気式天吊りコンテナ消毒装置及

び専用コンテナの入れ替えを行

う必要があった。

　装置の入れ替えによっ

て、優れた殺菌消毒効果が

図られ、衛生管理面の向上

はもとより、スムーズな消

毒・乾燥作業につながっ

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（４）学校給食費助成金 20,923千円

（５）学校給食費助成金（物価等高騰対策）

12,312千円

（６）その他の給食センター管理運営費

98,389千円

　給食用食材費の対前年比約１０％の値上がりが見

込まれたため、前年度購入実績額の１０％を給食セ

ンター運営委員会に助成した。

　学校給食に係る経費のうち、

食材に充てる費用については、

学校給食法により児童生徒の保

護者負担とされていた。

　給食費保護者負担が、児

童生徒１人あたり年間

１１，０００円軽減され

た。

　子育て世帯における子育ての経済的支援を目的

に、学校給食費（＝食材費）の一部を助成するも

の。

　物価高騰により、給食用食材

の購入に支障をきたし、給食の

質・量を維持することが困難で

あるため、高騰分を補填（助

成）する必要があった。

　物価高騰分の助成によ

り、保護者に更なる負担を

求めることなく、給食の

質・量を維持し、児童生徒

に給食を提供することがで

きた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

１１　災害復旧費

　２　農林水産施 １　農地災害復旧 154,585 42,303 １　農地災害復旧事業（単独） 県支出金

　　　設災害復旧         費 13,190千円 25,923

　　　費 その他

（１）工事請負費 4,807

　ア　七地地区農地災害復旧工事 一般財源

13,190千円 11,573

２　前年度繰越事業

29,113千円

（１）負担金・補助及び交付金

　ア　Ｒ２年災農地復旧事業補助金

2,497千円

（２）工事請負費

　ア　Ｒ２年災鹿目地区外農地災害復旧工事

26,616千円

２　農業用施設災 222,998 187,262 １　農業用施設災害復旧事業（単独） 県支出金

　　害復旧費 24,240千円 102,049

地方債

（１）委託料 6,647千円 16,800

　ア　Ｒ５年災古仏頂地区用水ポンプ設置 一般財源

　　　業務委託 1,136千円 68,413

　イ　Ｒ５年災下薩摩瀬地区水路浚渫業務委託

1,326千円

　ウ　Ｒ５年災下戸越地区頭首工巨石除去

　　　業務委託 764千円

　エ　Ｒ５年災上漆田地区水路浚渫業務委託

726千円

　オ　Ｒ５年災下原田地区外災害復旧業務委託

2,695千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　令和２年７月豪雨災害により

農地が被災し、営農活動に多大

な影響を及ぼしたため早急に復

旧する必要があった。

　農地の災害復旧を行った

ことにより、継続した営農

が可能となった。

　豪雨災害等により農業用施設

が被災し、営農活動に多大な影

響を及ぼしたため、早急に復旧

する必要があった。

災害査定箇所数（Ｒ３年災）

・水路：１件

・農道：１件

・頭首工：２件

災害査定箇所数（Ｒ４年災）

・水路：４件

　農業用施設の災害復旧を

行ったことにより、継続し

た営農が可能となった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（２）工事請負費 17,593千円

　ア　浪床地区管理用通路整備工事

982千円

　イ　Ｒ５年災木地屋地区水路応急災害復旧工事

1,117千円

　ウ　七地地区法面復旧工事 1,285千円

　エ　中神町大柿地区外法面復旧工事

478千円

　オ　Ｒ５年災西間上地区水路応急災害復旧工事

2,200千円

　カ　七地地区農道補修工事 1,298千円

　キ　赤池水無地区水路補修工事 3,110千円

　ク　Ｒ５年災東漆田地区外水路災害復旧工事

2,332千円

　ケ　小柿地区農道災害復旧工事 3,498千円

　コ　温泉・林地区水路浚渫工事 1,293千円

２　前年度繰越事業

71,622千円

（１）工事請負費 71,622千円

　ア　Ｒ２年災大畑麓地区水路災害復旧工事

801千円

　イ　Ｒ４年災下永野地区水路災害復旧工事

3,996千円

　ウ　Ｒ２年災古仏頂地区頭首工災害復旧工事

8,429千円

　エ　Ｒ２年災西大塚地区頭首工災害復旧工事

308千円

　オ　Ｒ２年災古仏頂地区水路災害復旧工事

403千円

　カ　Ｒ２年災高仁田地区頭首工外災害復旧工事

176千円

災害査定箇所数（Ｒ５年災）

・水路：１件
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　キ　Ｒ３年災古仏頂地区水路災害復旧工事

4,980千円

　ク　Ｒ２年災矢岳地区水路災害復旧工事

391千円

　ケ　Ｒ２年災上永野地区頭首工災害復旧工事

552千円

　コ　浪床地区管理用通路整備工事

4,030千円

　サ　Ｒ３年災古仏頂地区頭首工災害復旧工事

28,020千円

　シ　Ｒ４年災七地地区水路災害復旧工事

5,074千円

　ス　Ｒ３年災鹿目地区頭首工災害復旧工事

8,310千円

　セ　Ｒ４年災木地屋地区水路災害復旧工事

6,152千円

３　事故繰越事業

91,400千円

（１）工事請負費 91,400千円

　ア　Ｒ２年災古仏頂地区橋梁災害復旧工事

41,378千円

　イ　Ｒ２年災西大塚地区頭首工災害復旧工事

15,235千円

　ウ　その他の工事請負費

34,787千円
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

３　林業施設災害 94,298 69,873 １　林業施設災害復旧事業（単独） 国庫支出金

　　復旧費 6,343千円 47,093

県支出金

（１）委託料 158

　ア　現年災林道吸川線災害復旧設計業務委託 地方債

2,728千円 6,300

一般財源

（２）工事請負費 3,457千円 16,322

　ア　現年災作業道災害復旧事業　

　　　作業道草津線 2,136千円

　イ　現年災林道災害復旧事業

　　　林道大谷線 1,321千円

（３）その他の林業施設災害復旧事業（単独）

158千円

２　前年度繰越事業

7,534千円

（１）工事請負費 7,534千円

　ア　現年災林道災害復旧事業　

　　　林道萩の迫線 3,962千円

　イ　Ｒ２年災林道災害復旧事業　

　　　林道大谷線１号箇所 3,572千円

３　事故繰越事業

47,635千円

（１）工事請負費 47,635千円

　ア　Ｒ２年災林道災害復旧事業　

　　　林道新立線１号、２号箇所 27,465千円

　イ　Ｒ２年災林道災害復旧事業　

　　　林道照岳線３号箇所他 20,170千円

　令和２年７月豪雨及び令和４

年、令和５年の梅雨前線による

豪雨により林業施設が被災し、

通行に支障をきたしており、早

急に復旧する必要があった。

　林道吸川線外１３路線に

ついて、林業施設の災害復

旧が完了したことにより、

林業従事者の通行が可能と

なった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

４　その他の林業施設災害復旧費

8,361千円

　３　公共土木施 １　道路橋梁災害 116,889 36,728 １　道路橋梁災害復旧事業（単独） 国庫支出金

　　　設災害復旧 　　復旧費 11,564千円 9,304

　　　費 地方債

（１）委託料 9,695千円 23,400

　ア　道路復旧業務委託 4,892千円 一般財源

　　　うち　崩土除去 1,027千円 4,024

　　　　　　側溝復旧 672千円

　　　　　　法面復旧 536千円

　　　　　　応急復旧 2,657千円

　イ　測量設計委託 2,310千円

　ウ　用地測量委託 2,493千円

（２）工事請負費

　ア　鹿目田野線道路災害復旧工事 1,397千円

（３）その他の道路橋梁災害復旧事業（単独）

472千円

２　道路橋梁災害復旧事業（直轄）

4,665千円

（１）負担金、補助及び交付金

　ア　国土交通省直轄事業負担金 4,665千円

　令和２年７月豪雨災害により

市道に影響が出たため、災害復

旧にて対応する必要があった。

　災害復旧を行ったことに

より道路利用者の安全を確

保することができた。

　令和２年７月豪雨災害及び令

和３年度、４年度に発生した豪

雨等により市道に影響が出たた

め、災害復旧にて対応する必要

があった。

　災害復旧を行ったことに

より道路利用者の安全を確

保することができた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

３　前年度繰越事業

20,499千円

（１）道路橋梁災害復旧事業（単独）

　ア　工事請負費

　　　Ｒ２年災球磨川堤防道路照明修繕工事

6,549千円

（２）道路橋梁災害復旧事業（補助）

　ア　工事請負費 13,950千円

　　　Ｒ４年災田野高原線道路災害復旧工事

9,528千円

　　　Ｒ４年災大塚桑木津留線道路災害復旧工事

4,422千円

３　公園施設災害 156,840 102,202 １　公園施設災害復旧事業（補助） 国庫支出金

　　復旧費 102,202千円 96,785

地方債

（１）工事請負費 102,202千円 1,900

　ア　 中川原公園災害復旧工事１工区 一般財源

78,702千円 3,517

　イ　 中川原公園災害復旧工事２工区

23,500千円

５　河川災害復旧 54,876 44,376 １　前年度繰越事業 国庫支出金

　　費 16,191千円 37,432

地方債

（１）河川災害復旧費（補助） 5,300

　ア　工事請負費 一般財源

　　　Ｒ４年災井出川河川災害復旧工事 1,644

16,191千円

　令和２年７月豪雨災害により

市道に影響が出たため、災害復

旧にて対応する必要があった。

　災害復旧を行ったことに

より道路利用者の安全を確

保することができた。

　令和４年度に発生した豪雨等

により市道に影響が出たため、

災害復旧にて対応する必要が

あった。

　災害復旧を行ったことに

より道路利用者の安全を確

保することができた。

　大橋から中川原公園へア

クセスするための斜路（舗

装は令和６年度）の復旧を

進め、安全に公園へ降りる

ことが可能となった。

　令和２年７月豪雨災害により

被災した中川原公園を再び公園

として市民へ開放するため、災

害復旧する必要があった。

　災害復旧を行ったことに

より近隣住民の安全を確保

することができた。

　令和４年度に発生した豪雨等

により市管理河川に影響が出た

ため、災害復旧にて対応する必

要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　事故繰越事業

28,185千円

（１）河川災害復旧費（補助）

　ア　工事請負費

　　　Ｒ２年災寒川河川災害復旧工事

28,185千円

　４　文教施設災 ２　社会教育施設 550,524 481,505 １　社会教育施設災害復旧事業（単独） 国庫支出金

　　　害復旧費 　　災害復旧費 299,648千円 140,056

県支出金

（１）西瀬コミュニティセンター外構工事 13,526

55,273千円 地方債

281,400

（２）西瀬コミュニティセンター備品購入 一般財源

8,788千円 46,523

（３）前年度繰越事業

　ア　西瀬コミュニティセンター建築工事

233,956千円

（４）その他の社会教育施設災害復旧事業（単独）

1,631千円

　西瀬コミュニティセン

ター移転建替えの完了に

よって、令和６年度の公民

館講座などの事業を実施す

ることができるようにな

り、公民館の「集う」機能

を回復させることができ

た。

　令和２年７月豪雨災害により

市管理河川に影響が出たため、

災害復旧にて対応する必要が

あった。

　災害復旧を行ったことに

より近隣住民の安全を確保

することができた。

　令和２年７月豪雨災害によっ

て被災した西瀬コミュニティセ

ンターの移転建替え工事に伴

い、外構工事を実施するもの。

　同じく備品も全て被災したた

め、コミュニティセンターの管

理運営及び公民館活動に必要な

備品を購入する必要があった。

　令和６年３月に西瀬コ

ミュニティセンターが竣工

したことにより、令和６年

度からは、校区公民館事業

を西瀬コミュニティセン

ターにおいて実施すること

ができるようになった。

　会議室や体育館に必要な

コミュニティセンターの備

品を購入することができ

た。併せて、校区公民館の

備品の購入をすることがで

きた。

　令和２年７月豪雨災害によっ

て被災した西瀬コミュニティセ

ンターの移転建替え工事を実施

するもの。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　社会教育施設災害復旧事業（人吉城跡）

55,416千円

（１）委託料 5,192千円

（２）工事請負費

　ア　北外曲輪災害復旧工事 19,136千円

（３）前年度繰越事業

30,767千円

　ア　北外曲輪陥没災害復旧工事

10,761千円

　イ　人吉城跡復元建造物災害復旧工事

20,006千円

（４）その他の社会教育施設災害復旧事業（人吉

　　　城跡）　 321千円

３　社会教育施設災害復旧事業（歴史館）

4,415千円

（１）委託料

　ア　歴史館災害復旧建築工事実施設計業務委託

990千円

（２）前年度繰越事業

　ア　人吉城歴史館被災展示文化財修復業務委託

3,425千円

　令和２年７月豪雨災害により

国指定史跡人吉城跡内でき損が

発生したため、文化財の保全及

び安全対策を実施する必要が

あった。

　被害を受けた文化財の復

旧工事を実施したことによ

り、史跡の保存管理と安全

対策を進めることができ

た。

　令和２年７月豪雨災害により

被害を受けた人吉城歴史館を復

旧する必要があった。

　人吉城歴史館の建築及び

設備復旧のための実施設計

業務を行い、適正且つ円滑

な作業を遂行することがで

きた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

４　社会教育施設災害復旧事業（大村横穴群）

122,026千円

（１）前年度繰越事業

121,823千円

　ア　令和元年発災箇所災害復旧工事

35,872千円

　イ　令和２年発災箇所災害復旧工事

85,727千円

　ウ　その他の前年度繰越事業

224千円

（２）その他の社会教育施設災害復旧事業（大村

　　　横穴群） 203千円

　５　その他公共 １　その他公共施 130,828 119,825 １　その他公共施設公用施設災害復旧事業 地方債

　　　施設公用施 　　設公用施設災 　  （まち・ひと・しごと総合交流館） 110,600

　　　設災害復旧 　　害復旧費 116,125千円 その他

　　　費 　　 5,022

（１）工事請負費 116,125千円 一般財源

　ア　まち・ひと・しごと総合交流館温泉施設災 4,203

　　　害復旧工事 110,790千円

　イ　まち・ひと・しごと総合交流館デッキ災害

　　　復旧工事 5,335千円

２　その他のその他公共施設公用施設災害復旧費

3,700千円

　まち・ひと・しごと総合

交流館の災害復旧工事を行

うことで、温泉施設を復旧

することができた。また、

コワーキングスペース外の

デッキ部分の復旧工事を行

うことで、より安心して利

用できる環境を復元するこ

とができた。

　令和元年の大雨及び令和２年

７月豪雨災害により国指定史跡

大村横穴群の崖が崩壊したた

め、法面の安定対策を行う必要

があった。

　災害復旧工事の実施によ

り崩壊した法面が安定し、

史跡の保存管理と安全な公

開活用につなげることがで

きた。

　令和２年７月豪雨災害で被災

したまち・ひと・しごと総合交

流館の温泉施設及びコワーキン

グスペース外のデッキ部分につ

いて、災害復旧の対応を行う必

要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

１３　諸支出金

　２　基金費 ７　人吉応援団基 500,016 427,637 １　人吉応援団基金 その他

　　金費 427,637千円 427,637

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　平成２７年度から本市の特産

品を返礼品として寄附者に贈呈

している。

平成２７年度

　　　　　　１４，８６５千円

平成２８年度

　　　　　　３４，２１９千円

平成２９年度

　　　　　１６６，６９６千円

平成３０年度

　　　　　２５４，５３６千円

令和元年度

　　　　　３１７，５２１千円

令和２年度

　　　１，２２１，２９８千円

令和３年度

　　　　　５７７，９８０千円

令和４年度

　　　　　４０２，０２２千円

　全国各地から温かい寄附

が寄せられた。

　個人寄附額は４１２，９

３１千円、企業版ふるさと

納税の受け入れ寄附額は１

４，６９０千円であった。

　令和５年度の寄附総額は

４２７，６２１千円であっ

た。（前年度比１０６．

４％）
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

国民健康保険事業

特別会計

２　保険給付費

　１　療養諸費 １　一般被保険者 2,412,333 2,391,480 １　年間平均世帯数 4,447世帯 県支出金

　　療養給付費 　　年間平均被保険者数 6,467人 2,751,337

　  （一般被保険者数） 6,467人 その他

２　退職被保険者 1 0 　  （退職被保険者数等） 0人 30,279

　　等療養給付費 一般財源

13,900

３　一般被保険者 13,797 13,010 ２　一般被保険者分の支払状況

　　療養費 （１）療養給付費 134,412件

　　   (食事含む) 2,391,480千円

４　退職被保険者 1 0 （２）療養費 2,049件

　　等療養費 　　   (柔道整復ほか) 13,010千円

（３）高額療養費 6,123件

５　審査支払手数 8,075 7,492 377,123千円

　　料 （４）高額介護合算療養費 9件

92千円

６　その他特別療 100 0 （５）移送費 0件

　　養費 0円

　２　高額療養費 １　一般被保険者 377,124 377,123 ３　退職被保険者等分の支払状況

　　高額療養費 （１）療養給付費 0件

　　   (食事含む) 0円

２　退職被保険者 1 0 （２）療養費 0件

　　等高額療養費 　　   (柔道整復ほか) 0円

（３）高額療養費 0件

３　一般被保険者 300 92 0円

　　高額介護合算 （４）高額介護合算療養費 0件

　　療養費 0円

（５）移送費 0件

４　退職被保険者 1 0 0円

　　等高額介護合

　　算療養費

　年間平均被保険者数は、

前年度比で４５７人、６．

６０％減少しており、団塊

の世代の後期高齢者医療へ

の移行や、短時間労働者の

社会保険適用拡大が主な要

因となっている。

　保険給付費は、２，７９

５，５１６千円で、被保険

者数の減少等の影響で、前

年度比で０．１６％の減少

となった。

　被保険者の疾病、負傷、出

産、死亡に関し、国民健康保険

法及び人吉市国民健康保険条例

に基づき保険給付を行う必要が

あった。

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　３　出産育児諸 １　出産育児一時 10,000 5,190 ４　出産育児一時金の支払状況

　　　費 　　金 （１）出産育児一時金 11件

5,190千円

２　直接支払手数 5 2 （２）直接支払手数料 11件

　　料 2千円

　４　葬祭費 １　葬祭費 2,200 1,120 ５　葬祭費の支払状況 56件

1,120千円

　５　移送費 １　一般被保険者 100 0 ６　傷病手当金の支払状況 1件

　　移送費 7千円

２　退職被保険者 1 0

　　等移送費

　６　傷病手当金 １　傷病手当金 1,000 7

３　国民健康保険

　　事業費納付金

　１　医療給付費 １　一般被保険者 665,670 665,670 １　医療給付費分 県支出金

　　　分 　　医療給付費分 （１）一般被保険者医療給付費分 82,701

665,670千円 一般財源

２　退職被保険者 281 280 （２）退職被保険者等医療給付費分 849,721

　　等医療給付費 280千円

　　分

　２　後期高齢者 １　一般被保険者 195,468 195,467 ２　後期高齢者支援金等分

　　　支援金等分 　　後期高齢者支 （１）一般被保険者後期高齢者支援金等分

　　援金等分 195,467千円

（２）退職被保険者等後期高齢者支援金等分

２　退職被保険者 69 69 69千円

　　等後期高齢者

　　支援金等分

　令和５年４月から出産育

児一時金が５０万円に引き

上げとなった（産科医療保

障制度の対象含む）。件数

は１１件であった。

　新型コロナウイルス感染

症の感染に伴う傷病手当金

については、対象は給与等

の収入のある被保険者で、

１件、７千円の支給となっ

た。

　県が国民健康保険財政運営の

主体となり、各市町村の保険給

付に係る費用の全額を交付し、

市町村は被保険者数、世帯数、

所得水準、医療費水準に応じた

納付金を県に支払う必要があっ

た。

　事業費納付金は、９３

２，４２２千円で、前年度

比１６，００６千円、１．

６９％の減となった。

　県が決定する事業費納付

金について、本市において

は被保険者数の減少等によ

り、負担分が減少すること

となった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　３　介護納付金 １　介護納付金分 70,936 70,936 ３　介護納付金分

　　　分 （１）介護納付金分 70,936千円

５　保健事業費

　１　特定健康診 １　特定健康診査 41,450 36,645 １　特定健康診査等事業 県支出金

　　　査等事業費 　　等事業費 36,645千円 32,931

（１）特定健康診査 一般財源

  （受診者数） 3,714

　ア　集団             810人

　イ　個別          1,422人

　ウ　検査データの活用（情報提供）

         29人

　エ　未受診者勧奨事業（業者委託分）

3,974千円

（２）特定保健指導

  （実施人数）

　ア　動機付け支援実施          93人

　イ　積極的支援実施          20人

　２　保健事業費 １　保健衛生普及 3,986 3,201 １　ジェネリック医薬品差額通知 県支出金

　　費 　　１回目 408通 1,867

　　２回目 362通 一般財源

　　３回目 393通 1,334

　　４回目 413通

　ジェネリック医薬品利用

促進のため、２０歳以上で

先発医薬品から後発医薬品

へと切り替えた場合の自己

負担額の軽減額のお知らせ

　本市の国民健康保険被保険者

においても、虚血性心疾患や脳

血管疾患の長期入院費用が大き

く増加している。その根源とな

るメタボリックシンドローム該

当者及び予備群も若い世代で増

加していることから、メタボ

リックシンドローム解消に向け

ての対策が重要となり、高血圧

や糖尿病等からくる血管変化の

予防や進行を抑制し重症化を防

ぐことが重要である。

　令和５年度の受診率は暫

定値で４５％である。令和

５年度に検査データの活用

（情報提供）の実施方法が

県統一に変更になり、受診

者の把握に数か月かかるよ

うになったことが影響し、

情報提供事業の受診者数が

例年の３分の１に減った。

　特定保健指導の初回分割

面談を健診当日に実施した

ことで、結果返却時の面談

（保健指導）につなげやす

くなり、生活習慣病発症予

防及び重症化予防に取り組

むことができた。

　国保事業の安定的な財政運営

に向けた医療費適正化の取り組

みとして、市は医療費削減のた

めジェネリック医薬品の普及啓

発を行う必要があった。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

２　医療費通知

1,323千円

　　１回目 3,756世帯

　　２回目 4,505世帯

３　その他の保健衛生普及費

1,878千円

を年４回送付し周知した。

　令和５年度のジェネリッ

ク医薬品の使用割合は、８

８．５％となり、国の目標

値８０％を上回っている。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

工業用地造成事業

特別会計

１　工業用地造成

　　事業費

　１　工業用地造 １　人吉中核工業 140,946 140,804 １　人吉中核工業用地造成事業 一般財源

　　　成事業費 　　用地造成事業 　　 140,804千円 140,804

　　費

（１）役務費

　ア　土地価格意見書作成手数料

　　　 88千円

（２）償還金、利子及び割引料

　イ　地域再生戦略交付金返還金

　　　 140,716千円

２　災害復旧費

　１　工業用地災 １　人吉中核工業 71,835 71,019 １　人吉中核工業用地災害復旧事業 一般財源

　　　害復旧費 　　用地災害復旧 71,019千円 71,019

　　費

（１）人吉中核工業用地調整池災害復旧工事

71,019千円

　人吉中核工業用地調整池

について、新たな工法を用

いて災害復旧工事を行った

ことで、従来の調整池より

も被災しにくい調整池と

なった。

　令和２年７月豪雨災害により

被災した人吉中核工業用地調整

池について、災害復旧の対応を

行う必要があった。

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　土地売買契約に向けて、土地

価格意見書作成業務を行う必要

があった。

　また人吉中核工業用地は、ハ

ラール対応拠点環境整備事業と

して地域再生戦略交付金の交付

を受けて整備を行ったが、ハ

ラール関連以外の企業に土地を

売却するにあたり、交付金を返

還する必要があった。

　土地価格意見書作成業務

を実施することにより、土

地の売買契約への準備を進

めることができた。

　また、地域再生戦略交付

金を返還し、人吉中核工業

用地を売却することができ

た。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

介護保険特別会計

１　総務費

　４　計画策定委 １　計画策定委員 435 216 １　介護保険事業計画等策定事業 一般財源

　　　員会費 　　会費 2,626千円 2,626

２　計画策定費 2,664 2,410 （１）業務委託

　ア　介護保険事業計画等策定支援業務委託

2,410千円

（２）策定委員会 216千円

　ア　委員報酬 165千円

　イ　費用弁償 51千円

２　保険給付費

　１　介護サービ １　居宅介護サー 1,040,244 1,011,647 １　給付費等 国庫支出金

　　　ス等諸費 　　ビス給付費 990,209

（１）　介護サービス等諸費 県支出金

２　地域密着型介 699,676 675,988 537,875

　　護サービス給 その他

　　付費 （２）　介護予防サービス等諸費 981,291

87,200千円 一般財源

３　施設介護サー 1,529,201 1,500,731 1,125,038

　　ビス給付費 （３）　高額介護サービス等費

100,607千円

４　居宅介護福祉 3,193 2,925

　　用具購入費

　要介護状態となった本人

及び介護者の意向を尊重し

ながら、介護申請受付から

介護認定結果の通知まで円

滑な手続を行うことができ

た。

　また、要介護等認定者の

心身の状況を踏まえ、要介

護・要支援状態の維持・改

善を目的とした介護サービ

スの提供により、介護者の

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　令和３年度から５年度までの

間、「人吉市いきいき高齢プラ

ン（第８期人吉市介護保険事業

計画・高齢者福祉計画）」にお

いて「高齢者が健やかにいきい

きと地域で支え合いながら安心

して住み続けられるまちへ向け

た地域包括ケアシステムの深

化」を重点目標に高齢者施策の

取組を進めてきた。

　介護保険事業計画等は３年ご

とに見直しを行うこととなって

いることから、令和６年度から

８年度までの第９期人吉市介護

保険事業計画・高齢者福祉計画

を策定する必要があった。

　「住みなれた地域でいき

いきと輝ける長寿を楽しむ

まち」を計画の目指す姿と

して掲げ、「地域包括ケア

システムの深化・推進」

「健康寿命の延伸に向けた

健康づくり・介護予防の推

進」「認知症施策の推進」

「介護サービスの基盤整備

と質の向上」「災害や感染

症への対応」を基本目標と

した第９期介護保険事業計

画・高齢者福祉計画を策定

できた。また、計画期間中

の介護保険料基準額を前計

画期間中と同額の６，１０

０円と算定した。

3,321,545千円

　本市の要介護等認定者数・介

護認定率は平成２７年度をピー

クに微減の傾向。また高齢者数

も減少傾向の局面に転換した。

しかしながら、要介護認定率が

上昇する８５歳以上人口につい

ては当分の間、増加すると見込

まれることや、認知症高齢者

数、高齢者単身世帯数及び高齢

者夫婦世帯数は増加しているこ

とから、介護保険サービスの需
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

５　居宅介護住宅 5,683 4,128 （４）　審査支払手数料

　　改修費 3,305千円

６　居宅介護サー 129,112 126,126 （５）　特定入所者介護サービス等費

　　ビス計画給付 121,756千円

　　費

　２　介護予防サ １　介護予防サー 69,431 69,431 ２　サービス受給者数

　　　ービス等諸 　　ビス給付費

　　　費 （１）　居宅介護（介護予防）サービス

２　地域密着型介 4,034 2,598 1,032件

　　護予防サービ

　　ス給付費 （２）　地域密着型（介護予防）サービス

307件

３　介護予防福祉 1,070 1,007

　　用具購入費 （３）　施設介護サービス

412件

４　介護予防住宅 3,346 3,306

　　改修費

３　認定者数

５　介護予防サー 10,859 10,858 1,794人

　　ビス計画給付

　　費 （１）　介護度別認定者数

　　　　要支援１ 152人

　３　高額介護サ １　高額介護サー 91,710 90,322 　　　　要支援２ 166人

　　　ービス等費 　　ビス費 　　　　要介護１ 482人

　　　　要介護２ 275人

２　高額介護予防 56 29 　　　　要介護３ 244人

　　サービス費 　　　　要介護４ 316人

　　　　要介護５ 159人

３　高額医療合算 11,351 10,189

　　介護サービス （２）　認定率 15.7%

　　費 　　　  （第２号被保険者は除く　　29人）

要が増している。

　このような状況で、利用者に

とっては、個人の尊厳の保持及

び介護度の維持改善のため、ま

た、介護者にとっては、介護負

担の軽減のため、適切なマネジ

メントに位置づけられた介護保

険サービスを提供する必要が

あった。

介護負担の軽減に寄与する

ことができた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

４　高額医療合算 121 67 （３）　第１号被保険者数

　　介護予防サー 　　　  （令和６年３月末現在） 11,434人

　　ビス費

　４　その他諸費 １　審査支払手数 3,393 3,305

　　料

　５　特定入所者 １　特定入所者介 123,517 121,494

　　　介護サービ 　　護サービス費

　　　ス等費

２　特定入所者介 298 262

　　護予防サービ

　　ス費

５　地域支援事業

　　費

　１　介護予防・ １　介護予防・生 52,609 48,324 １　介護予防・日常生活支援サービス事業 国庫支出金

　　　生活支援サ 　　活支援サービ 48,324千円 18,782

　　　ービス事業 　　ス事業費 県支出金

　　　費 （１）訪問型サービス事業 11,849千円 6,905

その他

（２）通所型サービス事業 36,351千円 14,990

一般財源

（３）その他の介護予防・日常生活支援サービス 14,641

　　　事業

124千円

２　介護予防ケア 9,250 6,994 ２　介護予防ケアマネジメント

　　マネジメント 6,994千円

　　費

（１）介護予防ケアマネジメント費

6,994千円

　一律の介護サービスによらな

い市独自基準のサービスを整備

し、早期に多様なニーズに応じ

た支援を行うことで、高齢者の

ＱＯＬ（生活の質）の維持・改

善や介護の重度化防止を推進す

る必要があった。

　市独自の訪問型サービス

A・通所型サービスAに加

え、短期集中の通所型サー

ビスCを充実させることによ

り、多様化する利用者の

ニーズに対応し、介護予防

につなげることができた。

また、サービス導入前に個

別のケアプラン検討会議を

開催したことで、利用者に

対し自立支援の視点に立っ

たケアプランを提供するこ

とができた。
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

５　地域支援事業

　　費

　２　一般介護予 １　一般介護予防 32,639 32,101 １　一般介護予防事業 国庫支出金

　　　防事業費 　　事業費 32,101千円 12,342

県支出金

（１）脳いきいき事業 3,766千円 4,013

その他

　ア　脳いきいき教室 8,667

一般財源

7,079

　イ　脳いきいきサポーター養成講座

　ウ　脳いきいきサロン研修

　エ　通所型サービス事業所等スキルアップ研修

　認知機能の維持向上を目的として、カードやパズ

ルを使用し、認知症予防プログラムを行うもの。

　地域での認知症予防を推進する人材育成を行うも

の。

　地域サロンに対する認知症予防プログラムの研修

を行うもの。

　通所型サービス事業所に対する認知症予防プログ

ラムの研修を行うもの。

　高齢化が進む中、２０２５年

には５人に１人は認知症になる

と予想されている。また、人と

の交流が減ることによる運動

面・認知面の機能低下が懸念さ

れる。住まいの身近な場所であ

る公民館等での住民主体の通い

の場の支援、及び認知機能の向

上を目的とした脳いきいき事業

を実施するなど、介護予防を推

進する必要があった。

　脳いきいき教室では、認

知機能のチェックを行い、

初期評価と最終評価を比

較。５つの項目（認知機

能・視覚処理力・短期記憶

力・計算処理力・空間認識

力）において機能の向上が

見られた。

　脳いきいきサポーターに

ついては、教室を支援する

活動で、参加した高齢者に

対し質の高いプログラムを

実施することができた。ま

た、サポーター自身の認知

症予防にもつながった。

　地域サロンや通所事業所

を対象に認知症予防プログ

ラムの導入研修を実施する

ことで、運動機能の向上に

加え、認知機能の向上につ

なげることができた。

・脳いきいき教室

参加人数：３０人

・脳いきいきサポーター

新規養成者数：２３人

・脳いきいきサロン研修

受講団体数：４団体

113



予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

（２）その他の一般介護予防事業

28,335千円

　３　包括的支援 １　包括的支援事 89,026 87,246 １　包括的支援事業 国庫支出金

　　　事業費・任 　　業費 87,246千円 33,590

　　　意事業費 県支出金

（１）地域包括支援センター運営費 16,795

50,203千円 その他

　ア　地域包括支援センター業務委託 2,345

50,000千円 一般財源

　イ　その他の地域包括支援センター運営費 34,516

203千円

（２）その他の包括的支援事業 37,043千円

　総合相談支援窓口の充実を図

り、地域で暮らす高齢者の方々

を介護、福祉、医療など様々な

面から総合的に支援し、まずは

相談に応じ、内容に応じて適切

なサービスや機関、制度の利用

につなげる必要があった。

　社会福祉協議会に業務委

託し、三職種（社会福祉

士・保健師・主任ケアマ

ネ）の専門職を配置し、総

合相談支援窓口を実施し

た。相談件数が年々増加

し、その相談内容から地域

の現状を把握し、支援等に

取り組んだ。

＜総合相談件数＞

（令和６年３月末）

のべ件数：６，７５４件

・通所型サービス事業所等

スキルアップ研修

受講事業所数：１０事業所
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

後期高齢者医療

特別会計

２　後期高齢者

　　医療広域連

　　合納付金

　１　後期高齢者 １　後期高齢者 568,493 559,887 １　被保険者保険料負担金 一般財源

　　　医療広域連 　　医療広域連 395,052千円 559,887

　　　合納付金 　　合納付金

（１）特別徴収保険料分

　年金からの差引きにより納付された保険料

245,908千円

（２）普通徴収保険料分

　納付書又は口座振替により納付された保険料

149,075千円

（３）延滞金分

　納期限後納付された保険料に係る延滞金

69千円

２　保険基盤安定負担金

164,835千円

（１）県負担分 123,626千円

（２）市負担分 41,209千円

　「後期高齢者医療制度」は、

熊本県下全市町村が加入して設

立された「熊本県後期高齢者医

療広域連合」を運営主体（保険

者）とし、市町村は窓口業務と

保険料徴収が主な担当業務と

なっている。

　なお、保険料徴収に係る経費

は、本特別会計により取り扱う

ものである。

　令和５年度の現年度賦課

分の保険料収納率は、特別

徴収が１００％（前年度

同）、普通徴収が９７．３

６％（前年度９８．３

１％）となり、全体の収納

率は、９８．９９％（前年

度９９．２９％）となっ

た。

　県負担分は一般会計で受け入れ、市負担分を加え

て後期高齢者医療特別会計へ繰り出す。

　低所得者等の保険料軽減分を市町村（１/４）と都

道府県（３/４）が公費において負担するもの

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策
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予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

３　保健事業費

　１　健康診査事 １　健康診査事 20,814 16,000 １　健康診査事業費 県支出金

　　　業費 　　業費 16,000千円 15,628

一般財源

（１）人件費 372

　　　会計年度任用職員 1,091千円

（２）委託料

　　　検診委託料（国保連へ支払） 13,883千円

（３）その他の経費

　　　国保連データ処理手数料など 1,026千円

　令和５年度の健診受診者

は、医科が１，７１４人

（前年度１，６２３人）、

歯科が１３５人（前年度１

３９人）で、前年度比は、

医科が３３人の増、歯科が

４人の減であった。

また、受診率は医科が２

９．８０％（前年度２８．

４４％）、歯科が２．３

５％（前年度２．４４％）

となっており、前年度比

は、医科が１．３６％の

増、歯科が０．０９％の減

となった。

　後期高齢者健康診査事業は、

保険者の熊本県後期高齢者医療

広域連合からの受託事業で、

「医科健康診査」と「歯科口腔

健康診査」を実施している。

　健診受診により健康状態の把

握と生活習慣病の早期発見を行

い、重症化予防、フレイル予防

さらには医療費適正化につなげ

ていくために、受診率を向上さ

せる必要があった。

116



予算執行の実績

款　　　項 目 現　　計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

公共用地先行取得

事業特別会計

１　公共用地先行

　　取得事業費

　１　公共用地先 １　公共用地先行 29,214 29,214 １　公共用地先行取得事業 地方債

　　　行取得事業 　　取得事業費 29,214千円 18,300

　　　費 その他

（１）公有財産購入費 29,214千円 10,897

　ア　青井地区用地購入 18,316千円 一般財源

　イ　中心市街地地区用地購入 10,898千円 17

予　　　　　　　算

決算額 施策前の概要 施策の成果具　体　的　施　策

　土地区画整理事業において、

換地と減歩により被災した宅地

の整備・増進と公共施設の整備

を進める中で、青井地区及び中

心市街地地区における事業区域

内の既存の公共用地が少なく、

減歩だけでは事業後の道路・公

園等の整備に必要な土地が不足

するため、先行買収を行う必要

があった。

　青井地区及び中心市街地

地区の被災者から買い取り

希望のあった土地を、道路

や公園等の公共施設等に供

する目的で先行取得するこ

とができた。
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◆目的税の使途状況

地方消費税引き上げ分の使途状況

令和５年度 都市計画税の使途及び財源内訳

街路

公園

下水道

区画整理

公債費

計

令和５年度 入湯税の使途及び財源内訳 

あ ※各事業の一般財源の割合に応じて充当しています。

【主な事業】消防団小型ポンプ購入、消火栓新設・修繕、観光に関する広告料、観光協会補助金など

1,927

421,895

（単位：千円）

 目的税とは、その使途を特定した上で徴収する税のことです。人吉市の場合は、都市計画税及び入湯税がこれに該当し

ます。

（単位：千円）

84,040

106,195

10,371

80,963

10,067

2,867

総 計 6,537,090 3,374,618 80,197 3,082,275

206,743

41,947

16,060

89,114

17,473

 令和元年１０月１日から消費税率（国・地方）が８％から１０％に引き上げられました。これは、今後も増加が見込まれ

る社会保障経費の財源確保のためとされており、その増収分については社会保障施策に要する経費（事務費や人件費等を除

く）に充てることとなっています。令和５年度決算における使途状況は次のとおりとなっています。

うち地方消費税交

付金（社会保障財

源化分）

事業区分 一般財源

  医療施策 21,597 0 7,518 14,079

  母子保健 37,539 16,590 0 20,949

 保健衛生 計 927,347 143,987 7,518 775,842

 社会保険 計 1,016,750 220,738 0 796,012

  母子福祉 200,775 73,111

21,765

20,384

108,957

24,917

  成人保健 75,873 2,327 0 73,546

  感染症予防 77,212 1,444 0 75,768

  高齢者医療 715,126 123,626 0 591,500

  介護保険 661,899 47,926 0 613,973

0 127,664

  国民健康保険 354,851 172,812 0 182,039

  生活保護扶助 658,568 499,555 0 159,013

  その他 150,051 1,130 0 148,921

306,456

  高齢者福祉 142,878 4,421 21,128 117,329

  児童福祉 2,265,474 1,580,576 33,860 651,038

1,510,421

11,356

5,899

29,007

14,813

14,194

298,829

167,352

69,781

43,049

325,014

0

295,473

0

58,165

37,663

73,226

665,282

248,616

1,082,952

  障がい者福祉 1,175,247 851,100 17,691

消防施設等の整備

観光振興

計 5,252

3,457

1,795

6,500

0

6,500

17,255

入湯税 その他 一般財源

財源内訳
使途 事業費

18,646

10,895

173,429

81,264

48,917

30,177

4,256

8,815

6,071

12,576

285,680

0

251,111

0

8,690

25,879

２）入湯税の使途状況

 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興

（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充てることを目的としています。令和５年度は消防施設の整備、観光振興に

要する費用に充てています。

【主な事業】都市計画道路下林願成寺線改良事業、村山公園園路改修事業、被災市街地復興推進事業など

一般財源その他国県支出金都市計画税

財源内訳
事業名 事業費

◆地方消費税引き上げ分の使途状況

１）都市計画税の使途状況

 都市計画税は、都市計画事業や土地区画整理事業に要する費用に充てることを目的としています。令和５年度は、街路

整備事業、公園整備事業、区画整理事業などに充てるとともに、これらのために借り入れた地方債の償還（返済）に充て

られています。令和５年度は事業費の約１６％を都市計画税で賄っています。

（単位：千円）

 社会福祉 計 4,592,993 3,009,893 72,679

その他国県支出金事業費

資 料
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